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ま え が き

ＰＦＩ（Private Finance Initiative）とは、従来、国や地方公共団体等が担ってきた公共施設等

の「設計」、「建設」、「維持管理」及び「運営」を、民間の資金、経営能力及び技術能力を活用するこ

とにより、直接実施するよりも効率的かつ効果的に公共サ－ビスを提供する事業手法である。

国では「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（ＰＦＩ法）」（平成11年

7月）及び「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針」（平

成12年3月）に基づき「ＰＦＩ事業」が実施されているほか、自治体の一部においても、各自治体の

基本方（指）針及び事業実施計画により様々な事業の取り組みがなされているところである。

一方、京都府では、国及び他府県同様、財政を取り巻く環境は極めて厳しい状況にあることから、

平成11年11月に策定した「財政健全化指針」の中で、公共施設の整備等にこの新たな社会資本の整備

の手法の導入の可能性の検討を盛り込み、この間、庁内で調査・研究を重ねてきた。

そして、平成15年９月に公表された「京都府行財政改革指針（～かいかくナビ～）」において、事

業改革の中の交流・連携促進プログラムの一つとしてＰＦＩ手法の導入を掲げ、財政の健全化や効率

的かつ透明性のある行財政運営を実施していくために、ＰＦＩ事業を導入していくこととしたところ

である。

そこで、ＰＦＩ事業が導入手続きや財産管理・運営などの制度面で多くの専門的知識を要すること

から、本「京都府ＰＦＩ事業導入指針」を策定し、本府でのＰＦＩ事業の導入推進の一助とするもの

である。

なお、今後、事業の実績を重ねて行く中で、当指針の見直し・改訂を図り、内容の充実を図ること

とする。
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第Ⅰ章 京都府における取組体制

第１節 ＰＦＩ事業の推進体制

ＰＦＩ（Private Finance Initiative）制度は、事業を効率的、効果的に実施するための一つの

手法であることから、京都府（以下「府」という。）においては、事業を所管する担当部局の発意

によって検討を開始し、ＰＦＩ方式導入の方針の決定やその後の諸手続も当該事業担当部局におい

て進めることを基本とする。

しかしながら、ＰＦＩ制度は、導入可能性の検討過程や手続きの過程において、建設などの技術

面や、財産管理、契約、財政などの制度面での専門的知識を要する課題が多くあり、多面的な検

討が必要である。

このことから、「京都府ＰＦＩ事業推進委員会」を設置し、事業担当部局・事業所管課における

ＰＦＩ事業の検討と具体的な手続きの円滑な推進を支援するとともに、部局等が検討作成した各個

別事業でのＰＦＩ方式の導入の可能性や実施方針案の審査を行っていくものである。

第２節 「京都府ＰＦＩ事業推進委員会」

ＰＦＩ事業は技術面や制度面の専門的分野からの検討が必要なことから、府では関係部局からな

る「京都府ＰＦＩ事業推進委員会（以下「推進委員会」という。）（委員長：出納管理局長）｣を設

置する。「推進委員会」では、ＰＦＩ事業の共通的課題等の検討、知識・情報の普及等とともに、

各部局等が計画している事業について、導入候補事業の検討、事業導入可能性の検討、実施方針（案）

・特定事業の選定（案）の審査を行う。

また、推進委員会においては、必要に応じて学識経験者を招き意見を聴くことができる。

第３節 事業担当部局・事業所管課

事業担当部局・事業所管課（以下「部局等」という。）は公共サ－ビスの必要性を明確にし、ま

た、事業手法が府の直営方式やその他各種の民間手法があることに留意しつつ、「推進委員会」と

も協議を行いながら、ＰＦＩ方式で行うことの効果を調査し、ＰＦＩ事業の発案を行う。その後、

ＰＦＩ事業導入の可能性、実施方針（案）、ＰＦＩ事業としての特定事業の選定（案）について、「推

進委員会」と協議する。ＰＦＩ事業の実施決定（特定事業の選定）の後は、部局等は民間事業者の

募集、評価・選定、協定（契約）の締結等ＰＦＩ事業の実施事務手続きを進める。事業実施後は、

終了まで適正に事業が実施できるよう常時業績監視を続ける。

第４節 民間のコンサルタント等アドバイザ－の活用

ＰＦＩ事業の検討に当たっては、金融、法務、技術等の専門知識やノウハウを必要とすることか

ら、部局等は、一般的に導入の可能性の検討から協定（契約）の締結、事業実施に至るまで、民間

のコンサルタント等アドバイザ－から助言・支援等を受けつつ、事業を進めることが有効である。

第５節 「事業者選考委員会」

ＰＦＩ事業者の選定に当たっては、部局等は、個別事業毎に学識経験者を含めた「事業者選考委

員会」を設置し、公平性、透明性、客観性を確保した中でＰＦＩ事業者の選考を行う必要がある。

なお、地方自治法施行令（以下「自治令」という。）第１６７条の１０の２第４項で、総合評価

一般競争入札においては、当該入札を行おうとするとき、当該入札において落札者を決定しようと

するとき、又は落札者決定基準を定めようとするときに、２人以上の学識経験者を有する者の意見

を聴かなければならないとされており、この意見聴取は「事業者選考委員会」に学識経験者を加え
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ることにより行う。

「事業者選考委員会」は、原則として次の事項について検討し、入札実施段階、落札者選定段階

など必要に応じて開催する。

事業者選考委員会の所掌事項

① 募集要項の検討 ② 事業者の選考方法の検討 ③ 要求水準書案の検討

④ 落札者の決定基準の検討 ⑤ 提案書の審査・評価 ⑥ その他

京都府におけるＰＦＩ取組体制図

京都府 国等

(要望・情報収集)

PFI事業推進委員会

学 ①「ＰＦＩ事業導入指針」策定 事

識 ② 導入可能事業の検討 業

経 ③ 共通的課題等の検討 担 アドバイザ－契約

験 ④ 起債、補助金等の制度の検討 当

者 ⑤ 知識・情報の共有等 課 事業者選考委員会

⑥ 個別のPFI事業の検討 (学識経験者等専門意見の聴

⑦ 実施方針（案）の審査 注 取)

⑧ 特定事業の選定（案）の審査

⑨ 既契約案件(事業効果)の検証

注：事業担当課業務

①事業の発案 ②導入可能性の調査 ③実施方針の策定及び公表

④特定事業の評価・選定、公表 ⑤民間事業者の募集、評価・選定、公表

⑥契約等の締結等 ⑦事業の実施、業績監視等 ⑧事業終了事務
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Ｐ Ｆ Ｉ の 手 順 及 び 取 組 体 制

【部局等】 【推進委員会】

ス

Ｐ ク 事業の発案

ガリ

Ｆ イ

ー

検討調書作成 ＰＦＩ導入候補事業の選定

ドニ 協 議

Ｉ ラン 概略調査 ＰＦＩ導入可能性調査実施

イグ 協 議 事業の選定

事 ンの

業

ＰＦＩ導入可能性の調査 ＰＦＩ導入可能性の検討

導 ①従来方式(直営)とＶＦＭの試算 協 議

②PFI事業スキームの検討

入 ③リスク分担、管理の検討

④規制、支援、事務手続き等の検討

指

針 アドバイザー採用

基 実施方針の策定 実施方針（案）の審査
/ 公表 協 議

本

方 特定事業の選定 特定事業の選定（案）の審査
/ 公表 協 議

針

事業者の選定
/ 公表

議会の議決

契約の締結
/ 公表

事業の実施・業績監視

事業の終了
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第Ⅱ章 導入のための手順

ＰＦＩ事業を導入する際のプロセスについて、「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン（平

成13年1月22日政府ＰＦＩ推進委員会取りまとめ）」（以下「プロセスに関するガイドライン」とい

う。）では、７つのステップに分けられており、次の表のとおりとなる。

なお、ＰＦＩ制度については、国内でもまだ手法が確立されていないことから、本「京都府ＰＦＩ

事業導入指針」の中での導入の手順は現時点における考え方を示したものであり、今後、実際の運用

を重ねる中で、手続きの充実等の見直しを行っていくこととする。

ＰＦＩ事業のプロセス

公共施設等の管理者等

特定事業の選定

ステップ１．事業の発案（民間事業 ○ＰＦＩ事業として実施することの検討、民間

者からの発案を含む） 事業者からの発案の積極的な取り上げ

○民間事業者の発案に係る受付、評価等を行う

体制の整備等

○ＰＦＩ事業としての適合性が高く、かつ、国

民のニーズに照らし、早期に着手すべきもの

と判断される事業から、実施方針を策定する

等の手続きに着手

ステップ２．実 施 方 針 の 策 定 ○公平性、透明性に配慮した、早い段階での実施

及び 公 表 方針の策定、公表

○民間事業者の算入に配慮した内容の具体性と、

検討進捗に伴う内容の順次詳細化、保管の許容

○公共施設等の管理者等の関与、想定されるリス

ク及びその分担をできる限り具体的に明確化

○必要な許認可等、民間事業者が行い得る公共施

設等の維持管理又は運営の範囲、適用可能な補

助金、融資等の具体的内容をできる限り明確化

ステップ３．特定事業の評価・ ○ＰＦＩ事業として実施することにより、効率的

選 定 、 公 表 かつ効果的に実施できることが基準（同一サー

ビス水準の下での公的財政負担の縮減、同ー負

担水準の下での公共サービス水準の向上等）

○公的財政負担の総額の現在価値換算による評価

（所要の適切な調整を行った上で）

○定量的評価の原則と、これが困難な場合におけ

る客観性を確保した上での定性的評価

○選定結果等の公表における透明性の確保
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民間事業者の募集
公共施設等の管理者等

び選定等

ステップ４．民間事業者の募集、 ○競争性の担保、手続きの透明性の確保

評価・選定・公表 ○民間事業者の創意工夫の発揮への留意、提案準

備期間確保への配慮

○価格以外の条件をも考慮した「総合評価」を行

う場合における評価基準の客観性の確保

○いわゆる性能発注の重視

○民間事業者の質問に対する公正な情報提供

○選定の結果等の公表における透明性の確保

公共施設等の管理者等と選定事業者

ステップ５．協 定 等 の 締 結 等 ○協定等による規定とその公開

・当事者間の権利義務等についての具体的かつ

明確な取決め

・適正な公共サービス提供の担保のための規定

→公共サービス水準の業績監視

→実施状況、財務状況についての報告

→問題があった場合の報告と第三者である専

門家による調査・報告の提出

→公共サービスの適正かつ確実な提供を確保

するための必要かつ合理的な措置等

→安全性の確保、環境の保全等に必要な範囲

での公共の関与

・リスク配分の適正化に配慮したリスク分担の

明確化、リスクの軽減・除去への対応の明確化

・事業終了時、事業継続困難の場合、契約解除

に関する具体的かつ明確な規定

・選定事業の態様等に応じた適切な取決め

・協定等の解釈に疑義が生じた場合等について

の具体的かつ明確な規定

ＰＦＩ事業の実施

公共施設等の管理者等と選定事業者

ステップ６．事業の実施、業績監視等 ○協定等に従った事業の実施

○提供される公共サービスの水準の監視等

ステップ７．事 業 の 終 了 ○土地等の明け渡し等、あらかじめ協定等で定め

た資産の取扱に則った措置
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第１節 事業の発案

１ 事業実施の検討（ＰＦＩ事業の導入可能性の検討）

◆ プロセスに関するガイドライン １－１ (1)(2)(3)(4)(5)

(1) ＰＦＩは、公共施設等の整備等に関する事業を行う場合の実施方法の一つである。したがって、ＰＦＩ事

業の検討を行う場合、まず実施すべき公共施設等の整備等に関する事業が想定されていることが前提であり、

その上で、ＰＦＩの可能性を検討することとなる。

(2) ＰＦＩ事業として実施するかどうかの評価を行う場合、民間の持つ資金、経営能力及び技術的能力を活用

することにより効率的かつ効果的に実施されることが可能な事業であって、民間事業者に行わせることが適

切なものについてはできる限りその実施を民間事業者にゆだねることとなっている。したがって、このよう

な事業については、ＰＦＩ事業として実施することを積極的に検討していくことが必要である。

(3) ＰＦＩ事業の円滑な実施を促進していく観点から、公共施設等の整備等に関し、本来公共施設等の管理者

等が行うべき事業のうち、事業の分野、形態、規模等にかんがみＰＦＩ事業としての適合性が高く、かつ、

国民のニ－ズに照らし、早期に着手すべきものと判断される事業から、実施方針を策定する等の手続に着手

することとしている。

(4) ＰＦＩ事業は、単なる施設の調達ではなく、民間事業者からサービスを調達するものであるという認識の

もとに、ＰＦＩ事業によって調達しようとする公共サ－ビス及びＰＦＩ事業の範囲を明確にすることが重要

である。また、民間収益施設を併設するＰＦＩ事業の場合には、民間収益施設の経営リスクによりＰＦＩ事

業の実施に支障を生じるおそれがあるため、ＰＦＩ事業から民間収益施設の経営リスクを可能な限り分離す

る必要があるが、完全に分離できない場合においても民間収益施設の経営リスクが最小限となるよう協定等

において適切に措置することに留意する必要がある。

(5) ＰＦＩ事業に関し、補助金の交付の手続等が必要な場合は、契約に至るまでのスケジュ－ルの設定やＰＦ

Ｉ事業の実施スケジュ－ルの設定において配慮する必要がある。

部局等は、別に定める「ＰＦＩ導入可能性検討（スクリーニング）の実施に関するガイド

ライン」（以下「スクリーニングのガイドライン」という。）に基づき、次の手続きを経て

調査・検討を行い、ＰＦＩ導入可能性の調査・検討を行う事業を選定する。

①部局等による調書作成

②推進委員会による定性評価（一次評価）

③部局等による概略調査

④概略調査結果に基づく総合評価（二次評価）

部局等は「スクリーニングのガイドライン」に基づき選定された事業について、より詳細

に導入効果、事業スキーム、リスク分担・管理、事務手続き等ＰＦＩ導入可能性の調査・検

討を行い、その結果について「推進委員会」に協議を行う（ここまでの段階では、府内部で

検討を行うものであるが、事業の特殊性により、専門の外部アドバイサ－の協力を得て検討を行

う場合もある（第１節２を参照）。

なお、事業の導入の可能性の検討の際には、次の点に留意する。

（１）事業手法の検討

事業を実施するとした案件については、その効率的、効果的な事業執行という観点から、そ

の事業に適した手法を選択しなければならない。

事業の手法としては、府の直営等による従来方式（以下「従来方式」という。）やＰＦＩ方
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式のほか、第三セクタ－方式（民間と行政の出資会社による会社が事業実施）、土地信託方式

（事業用地を信託し建物を行政が賃借する）など様々な民間資金等の活用手法があることに留

意し、それらの中で最も適当な事業手法を検討することが必要である。事業手法としてＰＦＩ

方式を採用する際は、民間に期待すること、つまり、当該事業に民間事業者を入れることによ

ってどのようなメリットがあるかということについて整理しておく必要がある。その基準とし

ては、①同一の公的財政負担で従来方式と比較してより大きな行政サ－ビスを提供できるか

②同一の行政サ－ビスの提供で、従来方式と比較してより小さな公的財政負担でまかなえるか

等である。

（２）法制度上の制約と支援措置（法規制、税制、補助金等）の整理

民間に委ねる事業に関する法制度上の規制や融資制度、補助金等や地方税制上の措置を受け

るための条件など事業を実施する際の基本的な制約・条件を把握し、その上で施設の所有権の

所在やサ－ビス対価の支払方法などを検討する。

なお、課税措置については、従来方式とＰＦＩ方式の各事業方式（ＢＯＴ、ＢＴＯ等）とで

は、それぞれ取扱いが異なるが、ＰＦＩ事業者に対する課税額について現状では、

「ＢＯＴ ≧ ＢＴＯ ≧ 従来方式」という計算式が成り立つ。

(注)・ＢＯＴ （Build Operate Transfer）

民間事業者が施設を建設（Build）し，契約期間にわたる運営（Operate）・管理を行って、事業期

間終了後、公共部門に施設を移管（Transfer）する方式で，民間事業者による事業資産の一体的な所

有が制度上可能な場合に成立するもの

・ＢＴＯ （Build Transfer Operate）

民間事業者が施設を建設（Build）した後、施設の所有権を公共部門に移管（Transfer）したうえ

で、民間事業者がその施設の運営（Operate）・管理を行う方式

（３）民間事業者を誘因するための性能規定の整理

ＰＦＩ事業の実施の際は、事業の特性や市場動向などを把握し施設の所有形態や委託料等の

支払方法を検討した上で、収益の確保が容易な場所の選定や事業構造を考え、より多くの民間

企業の参画を促すことができる事業計画案の提示が必要である。効率的・効果的に実現するた

めの提案を民間事業者から受けるために、部局等は公共サ－ビスの内容とサ－ビス水準に関す

る性能規定の概要を整理する。

（４）初期段階での従来方式とＰＦＩ方式のコスト等の差(ＶＦＭ（Value For Money))の試算

当該事業を府が直接実施した場合のコスト(ＰＳＣ(Public Sector Comparator))とＰＦＩ方

式で整備した場合のコスト（ＰＦＩ事業のＬＣＣ（Life Cycle Cost））を比較し(ＶＦＭの検

証)、ＰＦＩ方式の導入を本格的に検討するか否かの意志決定を行う。

（５）基本計画（スキ－ム）の策定、スケジュ－ル表の設定

ＰＦＩ方式で想定される事業形態、事業方式、官民の役割分担、事業期間等の事業スキ－ム

等の前提条件を整理しておく必要があるため、部局等は事業・施設イメ－ジを鮮明・詳細に想

定し、要求している内容に矛盾がないかを検証するため、基本的な図面や運営計画モデルを作

成する。また、スケジュ－ル項目を整理の上、事業終了までのスケジュ－ルを作成する。

ただし、この基本図面等は、あくまでも仕様・イメ－ジを確認検証するための便宜的手段で

あり、実際には、民間事業者がこれに基づかない提案を行うこともあり得ることに留意する必

要がある。
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基本計画（スキ－ム）の策定の効果

ア 特定事業選定に向けてＰＳＣ算出の精度の向上

イ 民間事業者に提案を求める内容の矛盾の検証

ウ 施設の管理運営に関する条件の具体的な検証と事業開始後の業績監視方法や支払方法な

どの条件の検証

エ ウに基づいたリスク分担の詳細な想定

オ 住民や国等に対しての具体的なイメ－ジでの説明の検討

(注) 特に、管理運営に関する条件は、リスク分担の基準となる。公募時に不明確な条件を

示した場合には、リスク分担が曖昧になり業者選定や契約交渉の際のトラブルの原因と

なるため、計画段階で可能な限り、詳細に検討しておくことが重要である。

（参 考）

○ 事業方式ごとの課税措置

○ 課税対象 × 非課税

税 目 課税主体 ＢＯＴ ＢＴＯ 従来方式

法人税 国 ○ ○ ×

法人事業税 都道府県 ○ ○ ×

法人府(県)民税 都道府県 ○ ○ ×

事業所税 市町村 ○ ○ ×

固定資産税 市町村 ○ × ×

都市計画税 市町村 ○ × ×

不動産取得税 都道府県 ○ ○ × ×

登録免許税 国 ○ × ×

（注）一般的な事業方式での扱い（契約条件等によっては異なる措置がある）。

なお、法人税・法人２税・事業所税はＳＰＣを設立した場合。

２ ＰＦＩアドバイザ－の活用による検討

◆ プロセスに関するガイドライン １－１ (6)

(6) ＰＦＩ事業の検討に当たっては、金融、法務、技術等の専門知識やノウハウを必要とすることから、公共

施設等の管理者等が外部のコンサルタント又はアドバイザ－（以下「コンサルタント等」という）を活用す

ることも有効である。この際、公共施設等の管理者等が活用するコンサルタント等の関係企業等が当該事業

に応募又は参画する場合には、特に秘密保持及び公正さに対する信頼性の確保に留意する必要がある。この

場合、コンサルタント等との協定等において、公共施設等の管理者等が活用するコンサルタント等と関係企

業等との間で当該ＰＦＩ事業に関する一切の情報提供や情報交換等が行われないよう担保する等の措置を採

ることが考えられる。

また、公共施設等の管理者等が活用するコンサルタント等が、当該事業に応募又は参画しようとする民間

事業者のコンサルタント等となることは、利益相反等の観点から適切ではない。
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（１）ＰＦＩアドバイザ－の役割と選定

ア ＰＦＩアドバイザ－の必要性

ＰＦＩ事業においては、ＰＦＩ事業者との契約により事業の内容、範囲や当該事業における

官民の役割・責任の分担を具体的に定める必要がある。

また、資金調達方法や事業マネ－ジメントをはじめ、ＰＦＩ事業者とのリスク分担のあり方

などが事業に大きな影響を与えるので、その実施に当たっては、金融・事業管理・法務・市場

動向等の分野でより専門的な知識・ノウハウが要求される。そのため、民間コンサルタントな

どのＰＦＩアドバイザ－を活用することにより、専門的知識を有する者の的確な助言・支援等

を受けながら、検討を進めることが必要となる。

イ ＰＦＩアドバイザ－の役割

ＰＦＩアドバイザ－は、通常ＰＦＩ方式導入可能性の検討から選定した事業者との契約締結

までの間に、次のような各段階で助言、支援等を行う。

また、必要に応じて、融資金融機関との直接協定締結にあたっての助言、支援も行う。

アドバイザ－の助言・支援等

○ 事業の範囲、事業方式、資金調達等事業スキ－ムの検討

○ 施設の概略図（基本設計図）作成

○ ＶＦＭの検討・評価

○ 市場調査の実施

○ 実施方針（案）の作成

○ 特定事業の選定（案）作成

○ 事業者選考委員会の運営

○ 募集要領（案）の作成

○ 事業者選考・審査基準（案）の作成

○ 質疑回答関係業務

○ 入札者の適格性の評価、入札提案書の整理、審査

○ 契約条件の整理、契約書（案）の作成、契約交渉

○ 広報関連業務

ウ ＰＦＩアドバイザ－の選定・委託発注

ＰＦＩアドバイザ－は、財務、法務、技術等の各分野の知識やノウハウを総合的に提供でき

る者を選定しなければならない。事業の性格や進捗状況（設計まで完了しているケ－スなど）

によっては、必要なノウハウを持っているアドバイザ－（設計コンサルタント、法律事務所な

ど）を複数委託することも可能であるが、その場合は複数のアドバイザ－間の調整や事業全体

のマネ－ジメント管理を行うアドバイザ－を決めることが必要である。

ＰＦＩアドバイザ－の選定に当たっては、競争性を確保する必要があるが、業務の特殊性か

ら、価格だけでなく、課題に対する取り組み姿勢や作業体制・実績などについて、多面的判断

すべきであり、プロポ－ザル方式の活用が有効である。

また、選定されたＰＦＩアドバイザ－は、当該事業に応募や参画しようとするＰＦＩ事業者

のアドバイザ－になることは利益相反の観点から認められないことや、ＰＦＩアドバイザ－の

関係企業等が当該事業に参画する場合には、秘密保持や公平さに対する信頼性を確保すること

に留意することが必要である。

なお、部局等は、委託する時点までに、民間に期待する分野や能力などを含めて、事業全体

の構想（考え方）を必ず固めておく必要がある。
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京 都 府

総合アドバイザ－

ファイナンシャル リ－ガル テクニカル

アドバイザ－ アドバイザ－ アドバイザ－

（財 務） （法 務） （技 術）

（２）各部局等のＰＦＩアドバイザ－活用による検討

部局等はＰＦＩアドバイザ－を有効に活用し、ＰＦＩ事業を実施する。

ア ＰＦＩアドバイザ－経費の予算措置

部局等は、府内部でＰＦＩ方式による実施可能性が見込まれると判断した事業について、Ｐ

ＦＩアドバイザ－を活用してより詳細にＰＦＩ方式の導入可能性を検討する必要があるため、

原則的に「推進委員会」の協議を経たうえで、財政当局に対してＰＦＩアドバイザ－経費の予

算要求を行う（部局等での初期検討の段階でのＰＦＩアドバイザ－導入の検討もあり得る）。

イ ＰＦＩアドバイザ－による導入可能性の検討

府内部の作業で実施してきた検討をより深め、アドバイザ－の意見も踏まえたより詳細なＰ

ＦＩ方式の導入可能性について検討を進める。このＰＦＩアドバイザ－による導入可能性の検

討状況及び導入の可否の結果については、原則として「推進委員会」に協議し、その審査を受

けることとする。

部局等は、事業の発案後、アドバイザ－に委託し、次の手順（例）により事業内容の再検討、

ＶＦＭの検証、市場調査等を行い、その結果により導入の可否を判断する。

特に、ＶＦＭの検証は、少ない財政支出で、より大きな公共サ－ビスが提供されるかどうか

を明確にするために行うもので、ＰＦＩの方式による事業を採用するかどうかの判断の大きな

要素となる。

ＶＦＭの検証・評価の結果、ＰＦＩの方式による事業化が、公的財政負担が少なくて済むな

どＰＦＩの方式を採ることの妥当性が確認できるなら、原則的に「推進委員会」の審査を経て、

実施方針の策定、特定事業の選定など以降の具体的な手続きに入る。

＜アドバイザ－によるＰＦＩ方式導入可能性検討手順例＞

事業内容の検討（事業構造の策定）

① 業務範囲の検討

② 支援措置や法制度上の課題等の検討

③ ＰＦＩ方式のスキ－ム（事業形態・事業方式・事業期

間）の検討

④ 施設計画・運営計画の概要作成

ã

ＶＦＭの検証

① 従来方式による場合のコスト（ＰＳＣ）の算定

② ＰＦＩ事業の採算シュミレ－ション(事業性の評価)

③ ＰＦＩ事業者への移転リスク（リスク調整額）の評価
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④ 現在価値換算後の府負担額の比較

⑤ サ－ビス水準の定性的比較

ã

市場調査の実施

① 事業概要書の作成

② 民間意向の把握（ヒヤリング、アンケ－ト等）

民間事業者参入の可能性

③ 調査結果に基づく事業スキ－ム、ＶＦＭへの反映

↓

実施方針案等の検討（市場調査をもとにした）

① 実施方針案の作成 ② 募集要領案の作成

↓

特定事業の評価・選定

３ 民間事業者からの事業の発案

◆ プロセスに関するガイドライン １－２ (1)(2)(3)

ＰＦＩ事業の促進にとって有益な民間事業者からの活発な発案を促すため、民間事業者からの発案に関し、下

記に留意して対応する。

(1) 民間事業者の発案に係る受付、評価、通知、公表等を行う体制を整えるとともに、発案があった場合、こ

れについて検討、評価を行うために必要な資料の提出を求める等適切な対応をとるために必要な措置を積極

的に講ずる。

(2) 民間事業者の発案について、公共性、ニ－ズ、優先順位等を評価し、ＰＦＩ事業として実施することが適

当であると認めたときは、自らの発案による事業と同様に、実施方針の策定等の手続を行う。ただし、特殊

な技術、ノウハウ等を活用する提案等について、当該提案者と契約することが想定される場合も、同様の手

続を行うことが必要であるが、公表することにより提案者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがある特殊な技術、ノウハウ等に係る事項については公表しないといった配慮が必要である。

(3) 民間事業者の発案を受けて、相当の期間内に実施方針の策定又は変更に至らなかった場合には、この判断

の結果及び理由を発案者に速やかに通知する。さらに、当該事業者の権利その他正当な利益及び公共施設等

の整備等の実施に対する影響に留意した上で、次の事項を適切な時期に適宜公表する。

ア 事業案の概要

イ 公共施設等の管理者等の判断の結果及び理由の概要

｢民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号。(以

下「ＰＦＩ法」という｡)）｣第４条は民間事業者の発案による事業も想定している。ＰＦＩ事業

に係る民間事業者からの発案があった場合には、府の事業計画との整合性、公共事業としての妥

当性・必要性等を検討し、できる限り府の施策に沿うよう調整を行い、実施することが適当であ

ると認められる事業については積極的に取り上げていく必要がある。

民間企業から寄せられたＰＦＩ事業の提案に対しては、

① 民間事業者の発案に適切に対応できる体制整備
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② 府側で発注したＰＦＩ事業と同じ手続きの実施

③ 判断の結果・理由の通知及び公表

の３点に留意した対応が必要である。

＜ＰＦＩ事業の手順図＞

－ ス テ ッ プ － － 手 順 －

１ 事業の必要性、内容、事業手法の検討

事業の発案 ２ 事業スキ－ムの検討

３ 概略調査（概算ＶＦＭ等）

４ 事業着手までのスケジュ－ル調整

５ ＰＦＩアドバイザ－経費の予算措置

６ ＰＦＩアドバイザ－を活用したＰＦＩ方式

導入可能性の検討

７「推進委員会」での審査

１ 実施方針（案）の策定

実施方針の策定及び公表 ２「推進委員会」での審査

３ 実施方針と併せて定めるべき基準（案）の

作成

４ 実施方針等の公表及び質問受付等

１ ＶＦＭ検証

特定事業の評価・選定、公表 ２「推進委員会」での審査

３ 事業実施の決定・公表

４ 債務負担行為の設定

１「事業者選考委員会」の立ち上げ

民間事業者の募集、評価 ２ 募集要領等の作成

・選定、公表 ３ 事業者選定

４ 選定結果公表

１ 契約書の作成

契約等の締結等 ２ 仮契約の締結、契約議案の作成

３ 議会の議決

４ 契約

５ 契約書の公開

１ 事業の実施

事業の実施、業績監視等 ２ 設計・建設・運営のモニタリング

事業の終了 資産の整理等
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第２節 実施方針の策定及び公表

ＰＦＩ事業の実施に当たっては、ＰＦＩ法第５条の規定に基づき、民間企業が参入するために必

要な情報を記載した「実施方針」を定める。

◆ プロセスに関するガイドライン ２－１ (1)(2)

(1) ＰＦＩ事業の検討により、法第６条に基づき特定事業の選定を行おうとする場合には、必ずその前に実施

方針の策定・公表を行わなければならない。選定事業として選定される可能性がどの程度明確になれば実施

方針の策定・公表を行うかということについての定めはないが、公平性及び透明性の確保の観点から、当該

事業に関する情報が早くかつ広く周知されるよう、実施方針の策定・公表をなるべく早い段階で行うことが

大切である。早い段階で実施方針により事業概要を広く公表することは、民間事業者に対する準備期間の提

供、関係住民に対する周知に資することとなる。

(2) 実施方針には次の事項を具体的に定めることとなっている。

① 特定事業の選定に関する事項 ② 民間事業者の募集及び選定に関する事項

③ 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項

④ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項

⑤ 法第１０条第１項に規定する事業計画又は協定の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する

事項

⑥ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項

⑦ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項

⑧ その他特定事業の実施に関し必要な事項

２－２ (1)

実施方針の策定に当たっては、下記に留意する。

(1) 実施方針の策定に当たっては、選定事業における公共施設等の管理者等の関与、リスク及びその分担等に

ついての考え方をできる限り具体的に明らかにするとともに、民間事業者にとって特定事業への参入のため

の検討が容易になるよう、次の事項等について、なるべく具体的に記載する。

ア 特定事業の事業内容

イ 民間事業者の選定方法

ウ 選定事業の実施に当たって必要な許認可等

エ 選定事業者が行い得る公共施設等の維持管理又は運営の範囲

オ 適用可能な選定事業者への補助金、融資等

なお、この際、実施方針は、公表当初において相当程度の具体的内容を備えた上で、当該特定事業の事業

内容の検討の進行に従い順次詳細化して補完してもよい。

１ 実施方針の策定手順

実施方針は、府がＰＦＩ事業の導入を進めようとする場合に策定し、その事業内容や募集方法

などについて、できるだけ具体的に外部に公表し、事業を進める意思表示を行うものである。

実施方針の策定に当たっては、部局等は、法律的な整合性を担保しながら多方面に渡る専門的

ノウハウを最大限活用した作業を実施することが必要になるため、プロジェクトの難易度に応じ

て業務体制を整える必要がある。また、しっかりした体制を整えるためには、少なくともこの時

点までに外部コンサルタント会社とアドバイザリ－契約を結んでおく必要がある。

なお、部局等は、実施方針の策定の際は「推進委員会」に協議し、審査を受けることを原則と

する。
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２ 実施方針策定にあたっての留意事項等

公平性、透明性の確保の観点から情報の周知を図るため、ＰＦＩ法第５条に基づき、実施方針

は公表しなければならない。

実施方針においては、

（１）当該事業における府の関与、想定されるリスク及びその分担並びに特定事業選定に係るサー

ビス水準の定性的評価の項目をできる限り具体的に明らかにする。

（２）民間事業者にとって、事業への参入のための検討が容易になるよう事業内容、業者選定方法

等を具体的に記載する。

（３）民間事業者側の検討が容易になるよう、事業実施の際の許認可等、事業者が行い得る施設の

維持管理・運営の範囲、適用可能な補助金・融資等について明示する。

（４）当該事業の実施が地域経済・地域雇用に資するものになるよう十分に配慮する。

３ 実施方針に記載する主な内容等

実施方針に記載する主な内容

(1) 特定事業の選定に関する事項

ア 事業名、公共施設等の概要、公共施設等の管理者の名称、事業の目的、事業内容、ＰＦ

Ｉ事業者の収入や支払方法

イ 事業期間、事業スケジュ－ル、事業終了時の措置

ウ 遵守すべき法令、許認可事項等 エ 特定事業の選定方法、選定基準、選定手順等

(2) ＰＦＩ事業者の募集及び選定に関する事項

ア 審査方法（入札方法・審査体制）、応募の手続き、提出書類、募集方法、募集スケジュール

イ 応募者の資格・要件、質疑・応答の方法、第１次・第２次審査事項、審査・募集及び選

定のスケジュ－ル

ウ 入札公告の方法、結果及び事業者の評価及び公表方法

エ 著作権・特許権の取扱い等

(3) ＰＦＩ事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項

ア 予想されるリスクと責任分担・方法 イ リスク分担の案

ウ 提供されるべきサ－ビス水準・仕様・測定方法・評価方法

エ 契約上の地位の譲渡 オ 自治体に対する事業報告、自治体による適正化措置等

(4) 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項

ア 敷地条件、敷地面積、立地条件、立地場所

イ 施設の機能、施設内容、設計要件 ウ 用地の取得等に関する事項等

(5) 事業計画又は契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項

ア 契約の疑義に関する取扱い イ 裁判手続

ウ 協定に違反した場合の措置、選定事業の修復に必要な措置、債務不履行の治癒及び当事

者の救済措置

(6) 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項

ア ＰＦＩ事業者の債務不履行の場合の措置、地方公共団体の債務不履行の措置、不可抗力

の措置

イ 事業継続が困難となる事由が発生した場合又は発生するおそれが強いと認められる場合

の措置（具体的事由、当事者間の措置、金融機関との協議事項）

ウ 契約解除、介入、事業引継等の方法
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(7) 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項

ア 基本的事項 イ 税制上の扱い

ウ 適用可能なＰＦＩ事業者への補助金、融資

(8) その他ＰＦＩ事業の実施に関し必要な事項

ア 議会の議決事項

イ 情報公開及び情報提供の方法

ウ 環境アセスメントの有無、入札に伴う費用負担、設計図面の変更

エ 意見の受付、問合せ窓口等

なお、実施方針と併せ、落札者決定基準等（案）、要求水準書（案）、条件規定書（契約条件の骨

子）（案）を作成の上公表し、民間事業者からの意見を受け付けることとし、入札公告等において

公表する落札者決定基準等に反映させることが適当である（第４節５を参照）。

４ 実施方針の意見聴取等

◆ プロセスに関するガイドライン ２－２ (3)(4)

(3) 実施方針の公表後、民間事業者等からの意見を受け付け、必要に応じ特定事業の選定・民間事業者の募集

に反映することが適当である。このため、これらに配慮したスケジュ－ルの設定が必要である。

また､実施方針の公表後の市場調査民間事業者等からの発案や意見を踏まえ、特定事業の選定までに当該実

施方針の内容（事業内容、リスク分担のあり方等）を見直し、実施方針の変更を行うことも考えられる。

(4) 上記(1)の順次詳細化して補完した実施方針及び上記(3)の変更された実施方針については、遅滞なく公表

しなければならない。

（１）公表後の質問回答、意見招請

実施方針の公表は、公平性と透明性の観点から、当該事業のイメ－ジを提示して、民間事業

者からの質問や提案を受け、募集（入札公告）に活かすことが目的である。

実施方針は、事業内容の検討の進行に従い、順次詳細化して補完していくこともあるが、実

施方針が変更された場合には、遅滞なく公表する。

部局等は、この実施方針の変更の際には「推進委員会」に協議し、審査を受けることを原則

とする。

また、部局等は、実施方針等について広く速やかに事業内容を周知するため、府公報への掲

載、縦覧、記者発表やホ－ムペ－ジ(「おこしやす京都」)などの手段を活用して効率的に公表

する。

なお、実施方針に関する民間事業者等からの質問受付・回答がさらに必要な場合は意見招請

を行う。事業の内容や必要性に応じて、各民間事業者等と個別に質疑応答・意見交換を行う場

合は、公平性・透明性に配慮して行う必要がある。

ア 質問受付

実施方針に記載した事業内容や公募方法等について、民間事業者の疑問点の解消のため、質

問を受け付けるが、公表から質問受付及び締切までの期間は、民間事業者が十分に検討できる

よう配慮する必要がある。質問の回答については、民間事業者の独自のノウハウに係る事項等

を除き、原則としてすべての民間事業者に公表する。

なお、個別に質疑応答を行う場合においては、事業内容に応じて、あらかじめ公表する項目

を明らかにしておくこと。
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イ 意見招請

必要に応じて、質問への回答後、民間事業者から事業に対する意見を招請する。民間事業者

から適切な意見が受けられるよう、質問・回答から十分な期間を置いて実施する。意見招請に

おける民間事業者からの意見を参考にして、実施方針等の見直しを行うことができるが、見直

しに当たっては推進委員会と事前に協議し、その変更した実施方針は速やかに公表する。

（２）民間事業者との調整が必要な事項の整理

ア 事業執行の継続のための調整

建設から管理運営まで民間事業者に委ねるＰＦＩ事業では、長期間に渡る契約ということか

ら契約後の競争環境が後退し、事業者の経営努力がサ－ビスの縮小として表面化してしまう可

能性がある。このため事業実施に携わる事業者を行政目標どおりに、機能させ続ける仕組みが

必要である。

具体的な条件は契約時に確定させることとなるが、可能な限り実施方針段階で詳細な条件（①

業績監視方法の取り決め ②不履行状態に至った時の対処方法 等)を事前に整理しておくこと

が望ましい。

イ 大規模修繕

長期間に及ぶ施設の管理運営を民間事業者に委ねる場合、施設修繕への対処と費用の財源が

問題となる。築後２０年を超えると大規模修繕の可能性が高まるが、日本では修繕に関する基

準（目的、レベル、手法）が十分確立されておらず、関連デ－タも不足している。状況によっ

ては、単年度予算に基づいた事後的修繕が主体となっている自治体の管理の方が、事前に予防

的修繕を実施する民間事業者の管理より安い修繕費で済む場合もある。このため、当該事業に

ついてどのような扱いをすべきかの考え方をこの段階で明示して、府と民間事業者の認識を統

一しておくことが必要である。建設業者が負う建物自体の瑕疵担保責任の存続期間（民法上

１０年間）を超えた期間についての責任のあり方がポイントとなる。

第３節 特定事業の評価・選定、公表

◆ プロセスに関するガイドライン ３－１(1)(2)(3)

実施方針を策定、公表した後、法第６条に基づく特定事業の選定を行うかどうかの評価が必要となる。この評

価の結果、実施可能性等を勘案した上で、ＰＦＩ事業として実施することが適切であると認める事業については、

特定事業の選定を行うこととする。

(1) 選定基準の基本的考え方

特定事業の選定を行うかどうかの評価においては、ＰＦＩ事業として実施することにより、公共施設等の

建設（設計を含む。）、維持管理及び運営が効率的かつ効果的に実施できることが選定の基準となっている。

具体的には、民間事業者にゆだねることにより、

ア 公共サ－ビスが同一の水準にある場合において事業期間全体を通じた公的財政負担の縮減を期待できる

こと。

又は、

イ 公的財政負担が同一の水準にある場合において公共サービスの水準の向上を期待できること。

等が選定の基準である。

(2) 公的財政負担の見込額の算定

公的財政負担の見込額の算定については、次の事項を踏まえて将来の費用と見込まれる公的財政負担の総

額を算出し、これを現在価値に換算して評価する。
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① 財政上の支援に係る支出、民間事業者からの税収その他の収入等が現実に見込まれる場合においてこれ

らを調整する等適切な調整を行うこと。

② 民間事業者に移転されるリスクをできる限り合理的な方法で勘案すること。

(3) 公共サービスの水準の評価

公共サ－ビスの水準の評価は、できる限り定量的に行うことが望まれる。ただし、定量化が困難なものを

評価する場合においては、客観性を確保した上で定性的な評価を行う。

３－２(1)(2)

(1) 選定結果等の公表

① 特定事業の選定を行ったときは、その判断の結果を、評価の内容とあわせ、速やかに公表する。この際、

上記３－１(2)の公的財政負担の見込額については、原則として公表することとするが、当該見込額を公表

することにより、その後の入札等において正当な競争が阻害されるおそれがある場合等においては上記３－

１(1)アの公的財政負担の縮減の額又は割合の見込みのみを示すこととしても差し支えない。

② 公共サービスの水準について定性的な評価を行った場合は、その評価の方法と結果を含めて公表する。

③ 公表に当たっては、民間事業者の選定その他公共施設等の整備等への影響に配慮しつつ、公表する。

④ 事業の実施可能性等についての客観的な評価の結果等に基づき、特定事業の選定を行わないこととしたと

きも、同様に公表する。

(2) 詳細資料の公表

上記(1)で公表した資料のほか、選定又は不選定に係る評価の結果に関する詳細な資料については、民間事

業者の選定その他公共施設等の整備等の実施への影響に配慮しつつ、適切な時期に適宜公表する。

実施方針を定めた事業について、ＰＦＩ事業として実施を決定することを「特定事業の選定」と

いい、ＰＦＩ事業として、公共施設等の建設、維持管理及び運営が効率的かつ効果的に実施できる

かの判断を行うものである。ＰＦＩ事業として実施した場合のＶＦＭの検証・評価を行うことにな

る。

特定事業の選定を行ったときはその判断結果を、ＶＦＭの評価の内容とともに速やかに公表する。

また、特定事業の選定を行わないときも同様とする。

ＰＦＩ法上、特定事業の選定は議会の議決事項として定められてはいないが、事業者選定におい

て入札方式を予定している場合に債務負担行為の議決を取らなければならないので、ほぼ同時期に

議会に対して特定事業選定にあたっての理由説明を行う必要がある。財政担当部局と協議をしつつ、

議会に「ＰＦＩ事業として実施することが適切であること」の説明を行うこととなる。

なお、部局等は、特定事業の評価・選定の際は「推進委員会」に協議し、審査を受ける。

１ ＶＦＭ検証・評価確定

特定事業の選定の決定は、当該事業をＰＦＩの手法で行うことが従来方式で府が行う場合より

も、公共施設等の設計・建設・維持管理及び運営が効率的かつ効果的に実施できるかどうかが判

断の基準となる（第Ⅳ章を参照）。

具体的には、民間事業者に委ねることにより、

① 公共サ－ビスが同一の水準にある場合において事業期間全体を通じた公的財政負担の縮減

を期待することができること

② 公的財政負担が同一水準にある場合においても公共サ－ビス水準の向上を期待することが

できること
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が選定の基準となる。

公的財政負担の縮減効果は定量的に評価を行い、ＰＳＣ（Public Sector Comparator）（従来

方式で府が事業を行う場合の公的財政負担）とＰＦＩ事業のＬＣＣ（Life Cycle Cost）（ＰＦＩ

手法を用いて事業を行う場合の公的財政負担）を比較して行う。

なお、公共サ－ビスの水準の評価はできる限り定量的に行い、公共サ－ビスの水準のうち定量

化が困難なものを評価する場合においては、客観性を確保した上で定性的な評価を行うこととさ

れている（定性的評価の項目については、実施方針策定段階でできる限り具体的に明らかにして

おく。）。

（１）ＰＳＣの算定

建設単価や維持管理、大規模修繕の記録など、庁内外の類似施設に関するデ－タを収集し、

基本計画等を基礎に積算することとする。しかし、建設に関するデ－タについては庁内に蓄積

はあるが、運営に関するコストやリスクの定量化に関する情報が不足している。このため、ア

ドバイザ－（コンサルタント）を有効に活用する手法が望ましい。

（２）ＰＦＩ事業のＬＣＣの積算

ＰＦＩ事業の積算についても、ＰＳＣと同様、基本計画等を基礎にして、民間企業の類似事

例に関するデ－タを参考に、アドバイザ－(コンサルタント)を活用し積算を行うこととする。

この場合、民間事業の類似事例がない時には、民間事業者からの聞き取り等市場調査を実施し、

さらにデ－タが不足している場合には、建築統計年報（（財）建設物価調査会）などで公表さ

れている国、地方自治体、民間企業などの発注主体別の建築費比較デ－タを基に価格補整を行

う場合もある。

評価についての手順

① 従来方式により府が直接実施する場合のコスト（ＰＳＣ）を算定する。

② ＰＦＩ方式で実施する場合のシミュレ－ションを行い、府の負担額（ＰＦＩ事業のＬ

ＣＣ）を算定する。

(①､②の場合のいずれも、設計・建設から維持管理・運営まで含めた事業のライフサイ

クル全体のコストについて定量的に把握する。)

③ ＰＦＩ方式によりＰＦＩ事業者へ移転されるリスクを金額評価して調整を行う。

④ 将来のコストや収入等について現在価値に換算し、従来方式及びＰＦＩ方式における

府の負担額を比較する。

⑤ ＰＦＩ方式により見込まれるサ－ビスの向上等については定量的な評価を行うことを

基本とするが、公共サ－ビスの水準のうち定量化が困難なものを評価する場合において

は、客観性を確保したうえで定性的な評価を行う。

⑥ ①～⑤の評価を踏まえて、府が従来方式により実施する場合と、ＰＦＩ方式により実

施する場合とを総合的に比較して判断する。

２ ＰＦＩ事業による事業実施の決定・公表

特定事業の選定を行ったときは、その判断結果を、評価の内容とともに、速やかに公表する。

公表の際は、事業実施に当たっての透明性、公正性確保の観点から、ＶＦＭの検討の際の前提条

件とともに、次の点にも配慮しつつ、従来方式とＰＦＩ事業で実施した場合の最終金額若しくは

金額の比率を公表する。
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① コスト算出による定量的評価

② 事業者へ移転するリスク調整

③ ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価

④ 総合的評価

公表に当たっては、府公報への掲載、縦覧、記者発表、「おこしやす京都」などの媒体を十分

に活用する。

３ 債務負担行為の準備

長期間の契約を前提とするＰＦＩ事業の場合、将来に渡る額に関して自治法第２１４条に基づ

く債務負担行為を設定しなければ、契約を締結することができない。特定事業の評価・選定の段

階で、府議会においてＰＦＩ事業の実施について説明し、債務負担行為の設定の手続きをとる。

債務負担行為として定めた案件については、後年度の歳入歳出予算に義務費として計上する。

なお、競争入札方式でＰＦＩ事業者を選定する場合は、入札公告前までに債務負担行為を設定

することが必要である。ＰＦＩ方式の場合、入札公告から契約締結まで長期間を要することも多

く、定めた当該債務負担行為の翌年度に契約を締結せざるを得ない場合がある。地方自治体の債

務負担行為の執行力は設定年度に限られるため（自治法第２１１条）、この場合は、改めて債務

負担行為を設定し直す必要がある。

ＰＦＩ手法の場合の債務負担行為は、施設の建設取得費だけでなく維持管理・運営に関する費

用を含む「事業期間全体に係る事業費の総額」に対して設定しなければならない。この金額は特

定事業選定時のＶＦＭ評価において算出されたＰＳＣかＰＦＩ事業のＬＣＣを基礎とする事例が

多い。

なお、契約締結後の支払金額は、建設費については調達金利、維持管理費については物価変動

率、という将来に渡る不確定要因によって左右される要素が含まれるため、債務負担行為額の設

定に際してはこうした変動要因にも対応できるよう留意すべきである。しかしながら、現実には、

長期間に渡る事業実施期間中、予想を上回る物価・金利変動に見まわれ、現実の支払額が債務負

担行為として設定した限度額を超える事態もある。自治令第１４８条の規定により、債務負担行

為（予算）は、会計年度経過後においては変更できないこととされていることから、新たな債務

負担行為の設定を行わなければならない。

第４節 民間事業者の募集、評価・選定、公表

◆ プロセスに関するガイドライン ４－１(1)～(9)

（基本的な考え方）

(1) 特定事業の選定に続いて、これを実施する民間事業者の募集、評価・選定を行う。民間事業者募集、評価

・選定に当たって、別途適用を受けるべき現行法制度がある場合はこれに従うこととなるが、いずれの場合

においても、次の事項に留意する。

① 「公平性原則」にのっとり競争性を担保しつつ、「透明性原則」に基づき手続の透明性を確保した上で実

施すること。

② できる限り民間事業者の創意工夫が発揮されるよう留意すること。

③ 所要の提案準備期間や契約の締結に要する期間の確保に配慮すること。
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④ 応募者の負担を軽減するように配慮すること。

(2) 上記(1)②の民間事業者の創意工夫の発揮のためには、提供されるべき公共サ－ビスの水準を必要な限度で

示すことを基本とし、構造物、建築物の具体的な仕様の特定については必要最小限にとどめるという、いわ

ゆる性能発注の考え方を採ることが必要である。また、提供されるべき公共サ－ビス水準を達成するための

サ－ビスの調達方法・手段については、応募者の創意工夫が阻害されるような条件を排除し、民間事業者の

創意工夫にゆだねることが適当である。

なお、発注する性能の具体的要件については、できる限り明確に提示し、応募者が共通の理解を得るよう

にすることが重要である。

(3) 性能発注を行うに当たっては、これに応募する民間事業者の創意工夫の結果を適切かつ客観的に評価する

ことが必要である。このため、民間事業者の提案を評価するための客観的な評価基準の設定が必要となる。

さらに、公共サ－ビスの水準等について、やむを得ず定性的な評価基準を用いる場合でも、評価結果の数

量化により客観性を確保することが必要である。

このような評価を行う場合には、次の事項に留意する。

① 価格及びその他の条件により選定を行おうとする場合には、評価項目、評価基準、配点等を募集の際に

あらかじめ明示すること。

② 提供されるべき公共サ－ビスの水準等を示した仕様書に対する追加の提案事項として評価の対象とする

ものについては、募集の際にあらかじめ明示すること。原則として明示されていないものについては評価

をしないこと。

③ 定性的な評価項目についても、できる限り具体的に評価基準を示すこと。

なお、事業によっては、例えば意匠のような定性的な評価項目の優劣が民間事業者の評価・選定の大き

なウェイトを占めることがある。このような場合において、事業全体を実施する民間事業者の選定が当該

評価項目によって左右されることが適当でないと考えられるときには、当該評価項目に係る部分のみを事

前に公募等によって決定した上で、これを民間事業者の募集の際に仕様として提示し、民間事業者の募集、

評価・選定を行うことも考えられる。

④ 評価に当たっては、応募者間の順位付けにより評価するのではなく、設定された評価基準に従ってそれ

ぞれの提案を個別に評価すること。

(4) 上記(1)③の期間の確保については、民間事業者が応募するに当たって、性能発注に対応する仕様の検討、

創意工夫及び長期の事業期間に対応する事業計画の検討を行う必要があること等、また、契約を締結するに

当たって、選定された民間事業者が提案した事業計画に基づく契約書の作成を行う必要があること等から配

慮が必要である。

(5) 上記(1)④の応募者の負担の軽減については、募集の際に明示する評価項目・評価基準以外のもので評価し

ないことを明記すること、当該提案書について必要とする内容を明確にし、必要以上のものを求めないこと

等が有効であると考えられる。

(6) 募集内容に関する公共施設等の管理者等の意図が応募者に的確に伝わるように、募集に当たっては、契約

書案を添付すること又は入札説明書等において契約条件の基本的な考え方をできる限り具体的に示すことが

必要である。

また、民間事業者への支払方法や民間事業者に課すペナルティについても同様に事前に示すことが重要で

ある。一方、当該支払方法やペナルティについて、民間事業者が提案できるものとして募集の際にあらかじ

め明示した上で、民間事業者の選定のための評価項目の対象とすることも考えられる。

(7) 民間事業者には質問の機会を与えるとともに、質問に対する回答については、公平性を確保するため他の

応募者にも公表することが適切である。ただし、応募者の特殊な技術ノウハウ等に係る質問・回答について

は公表することにより応募者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものは公表しな

いといった配慮が必要である。また、公共施設等の管理者等と応募者の間で考え方の齟齬を来さないように、

可能な限り複数回、質問・回答の機会を設けることが望ましい。



- 21 -

なお、質問に対しては十分検討した上で回答する必要があるが、民間事業者が応募に当たって必要とする

回答については、民間事業者の応募の検討に間に合うように回答する必要がある。

(8) 契約の締結に至るまでの手続を適切に進めるため、提案書の提出に加えて、資金調達計画及びその実効性

確保のための方法等について報告させることが望ましい。

(9) 応募した民間事業者が選定後ＰＦＩ事業を実施するために新たに法人を設立することが想定される場合、

民間事業者の募集に当たっては、応募した民間事業者が選定後新たな法人を設立して当該ＰＦＩ事業を実施

しても差し支えないこと及び当該民間事業者が、当該法人の設立を含め、当該ＰＦＩ事業を適正かつ確実に

実施する役割を果たすことを条件とすることを募集の際にあらかじめ明示しておくことが必要である。

特定事業の選定の次に事業を実施するＰＦＩ事業者を選定するための公募、評価・選定を行う。

１ 募集要領等の作成及び公表

募集に際しては、競争性（「公平性の原則」）と手続の透明性（「透明性の原則」）を確保しつつ、

できるかぎり民間の創意工夫を引き出すことが必要である。

事業者の選定手法は、ＰＦＩ契約においては、価格の他に、維持管理または運営の水準、リス

ク分担のあり方、技術的能力、企画能力等を総合的に勘案する必要があることから、原則として

総合評価一般競争入札を用いることとされている（自治事務次官通知平成12年3月29日付け自治

画第67号(以下「事務次官通知」という。) 第５ １）。

入札の実施に際しては、入札の手順等を示した募集要領、入札参加者の中から落札者を決定す

るための落札者決定基準、条件規定書、具体的な業務・サ－ビス水準を示した要求水準書、入札

説明書を作成する。

募集要領を策定したときは、自治令第１６７条の６第１項の規定に基づき、入札の公告を行う。

また、総合評価一般競争入札により事業者を選定する場合は、自治令第１６７条の１０の２第

５項の規定に基づき入札の公告と同時に落札者決定基準を公表する。要求水準書、条件規定書も

併せて入札の公告と同時に公表する（第４節５参照）。

民間事業者に対しては、募集要領で示した事業について質問の機会を与える。この質問及び府

の回答については、公平性、透明性を確保するため、その内容は原則として質問者だけでなく参

入希望民間事業者全員に公表しなければならない。

公表は、府公報への掲載・縦覧、記者発表や「おこしやす京都」などの媒体を活用する。

２ 事業者の選定・審査

◆ プロセスに関するガイドライン ４－１ (10)

（会計法令の適用を受ける場合）

(10)会計法令の適用を受ける契約によって実施される事業については、次の事項に留意する。

① 民間事業者の選定については、会計法令に基づき、一般競争入札によることが原則である。

② 一般競争入札において民間事業者の創意工夫を評価する選定を行う場合、会計法令の規定に従い価格及

びその他の条件により選定を行うこと（いわゆる「総合評価一般競争入札）が可能である。

③ 一般競争入札において、一般競争参加者の資格要件を設定する場合、調達しようとするサービスの種類、

内容に応じて、資金調達に関する能力、長期間のリスク管理能力やマネジメント能力等の要件を含め、一

般競争参加者の資格要件及び審査基準を適切に設定することが必要である。

なお、意欲のある民間事業者の参加機会を制限しないためにも、資格要件として応募者のＰＦＩ実績を

過度に評価しない工夫も、当面必要と考えられる。



- 22 -

④ さらに、上記の資格要件に加え、応募者の負担の軽減も考慮し、民間事業者が提案しようとする事業計

画が、募集する事業に関して一定の性能を有しているかどうかの審査を事前に行うことにより、当該事業

を適切に実施できる能力を有する民間事業者のみが、より詳細な事業計画等を作成の上、一般競争入札に

参加できるようにすることが適当と考えられる。なお、その資格審査のための提出資料については必要最

小限の内容のものにとどめるものとする。

⑤ 契約の相手方となるべき民間事業者の申込みに係る価格で提案内容に適合した履行がされないおそれが

ある場合は、その実現可能性を確認することが必要である。

⑥ 入札後、契約の締結に当たっては、民間事業者が提案できるものとして募集の際にあらかじめ明示され

た事項や軽微な事項を除き、落札者の入札価格及び入札説明書等に示した契約内容について、変更できな

いことに留意する必要がある。

会計法令の適用を受ける契約に基づくＰＦＩ事業においては、一般競争入札が原則であるが、競争による

ことが不可能又は困難な場合、随意契約によることが可能である。また、競争に付した結果、入札者がいな

い、落札者がいない又は落札者が契約を結ばない場合、再び入札を実施するほか、会計法令に従い随意契約

によることが可能である。なお、随意契約による場合にも、４ －１(3)＜ｐ22＞の考え方にのっとった客観

的な評価が必要である。

(注) 地方公共団体においても、ＰＦＩ法の趣旨にのっとり、本ガイドラインの契約手続きに従うこととなる。

ＰＦＩ事業者の選定方法はＰＦＩ法第７条第１項の規定に基づき、公募の方法等による。ＰＦ

Ｉ事業は、価格以外の維持管理や運営の水準、リスク分担のあり方、技術的能力、企画に関する

能力等を総合的に勘案する必要があることから、原則として総合評価一般競争入札によるものと

する。しかし、競争入札によることが不可能又は困難な場合には、公募型プロポ－ザル方式によ

る随意契約を採用することも可能である。

この公募型プロポ－ザル方式による随意契約による場合も、自治令第１６７条の２第１項各号

に該当することを要する（事務次官通知第５ ２）とともに、透明性、公平性、客観性の確保に

努めなければならない。

なお、一般競争入札の資格の審査に際して、各民間事業者に、事業についての基本的な考え方

や、施設の設計・建設、維持管理・運営についての考え方、資金調達及びリスク分担についての

考え方等をその内容として含む事業計画の概要を提案させ、各提案があらかじめ定める審査基準

を満たしているか否かを審査することも可能である。

（注）随意契約の際には、次の判決に留意すること

最高裁第二小法廷判決（昭和６２年３月２０日）

｢・・・個々具体的な契約ごとに、当該契約の種類、内容、性質、目的等諸般の事情を考慮

して当該普通地方公共団体の契約担当者の合理的な裁量判断により決定されるべきものと解

するのが相当である。」

◆ プロセスに関するガイドライン ４－1 (11)

（審査方法）

(11)民間事業者の選定に当たって、客観的判断能力のある外部のコンサルタント等の活用を図ることも有効で

ある。

また、事業提案の内容審査において有識者等からなる審査委員会を設けて意見を聴くことも一つの方法で

ある。

① 外部のコンサルタント等を活用する場合は、上記１－１(6)<ｐ9>に留意する。
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② また、審査委員会を設ける場合、次の点について留意する。

ア 審査委員会委員を事前に公表すること。

イ 審査委員会の位置付けを明確にすること。

ウ 設計等の技術的評価の定量化を図り、各項目について複数の委員による評価を行う等、評価の客観性

を確保するような措置を講じること。

なお、いずれの場合においても、民間事業者の選定に対する意思決定の責任、説明責任は公共施設等の管

理者等にあることに留意する。

（１）総合評価一般競争入札

総合評価一般競争入札とは、平成11年２月17日の自治法施行令の一部改正（平成11年政令第

25号）の施行により、地方公共団体において導入可能となった入札方式であり、予定価格の制

限の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち、価格その他の条件が当該地方公共団体にと

って最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とする入札方式である（自治令第１６７

条の１０の２ ）。

＜ 総合評価の方法 ＞

総合評価の方法としては、次の二つの方法が考えられる。

① 価格と性能等の評価の比をとるもの（除算方式）

総合評価点＝（性能評価）／（価格）

上記の値が最も高い事業者を落札者とする方式であり、性能評価点が高ければ高いほど価

格が低ければ低いほど総合評価点があがることになる。

② 価格と性能等の評価の配分をあらかじめ決めるもの（加算方式）

総合評価点＝（価格点）＋（性能点）

価格と性能の点数配分を決め、それぞれを加えて総合評価点とする方法。価格について

は、ある価格に対する比をとって点数化する方法も考えられる。

②では価格点でいかに圧倒的な点をあげても落札できないのに比べ、①では圧倒的な価格を

出せば、多少性能が劣っていても落札できることになる。

＜ 留意事項 ＞

○ 総合評価一般競争入札（一般競争入札の場合も同様）の場合、自治令第１６７条の８第２項

の規定により、入札書を書き換えることができないこととなっており、また、 ＷＴＯ政府調

達に関する協定第１４条により、ＷＴＯ政府調達協定の適用団体は入札後における単独事業者

との交渉もできないことになっている。

したがって、総合評価一般競争入札（一般競争入札）によって、ＰＦＩ事業者の選定を行う

場合には、入札公告時点で契約書の内容、要求業務内容等を明示する必要がある。

○ 地方公共団体の長は、総合評価一般競争入札を行おうとするとき、総合評価一般競争入札に

おいて落札者を決定しようとするとき、落札者決定基準を定めようとするときは、あらかじめ

２人以上の学識経験を有する者の意見を聴かなければならない（自治令第１６７条の１０の２
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第４項、自治規則第１２条の４）。

そのため、府では、各事業ごとに部局等が設置する事業者選考委員会がその意見聴取の手続

きを兼ねることとする。

なお、事業者選考委員会を設置する場合は、委員会委員を事前に公表すること、また、

委員会の位置付けを明確にすることなどが留意事項とされている。

○ あらかじめ「落札者決定基準（当該総合評価一般競争入札に係る申込みのうち価格その他の

条件が当該地方公共団体にとって最も有利なものを決定するための基準）」を定め、公告しな

ければならない（自治令第１６７条の１０の２第３項、第５項）。

（２）プロポ－ザル方式

プロポ－ザル方式とは指名型、公募型等の方法があるが、ＰＦＩ事業では公募型プロポ－ザ

ル方式をとることが一般的であり、ＰＦＩ法第７条第１項の規定では公募の方法等により選定

することとなっている。

公募型プロポ－ザル方式は公募によって民間事業者から提案書を募集し、あらかじめ示した

評価基準に従って優秀提案書を選定しその提案書の提出者との間で交渉を行い、契約を締結す

る方式（随意契約）をいう。

＜ 留意事項 ＞

○ プロポ－ザル方式では、価格以外の技術力やデザイン、質等の評価を行うことが可能である

が、契約形態としては随意契約となるため、その採用にあたっては自治令第１６７条の２第１

項各号の要件を満たす必要がある。

○ 総合評価一般競争入札のように、法令により学識経験者の意見聴取等の手続きは定められて

いないが、結果として随意契約としての扱いとなることから、選定理由等について透明性、客

観性の確保を図るため、総合評価一般競争入札の場合と同様、事業者選考委員会を設置して審

査を行うことが適当である。

＜参 考＞ 総合評価一般競争入札とプロポ－ザル方式の比較

項 目 総合評価一般競争入札 プロポ－ザル方式

契約形態 競争入札 随意契約

概要 評価点の最も高い事業提案を行っ 評価点の最も高い事業提案を行った

た者を落札者とする。 者を優先交渉権者とする。

評価基準 評価項目ごとに数値化 評価項目ごとに数値化できない項目

落札者決定基準の策定、公表 があっても可

公募時の条件 変更不可 変更の余地あり

審査形式等 ２人以上の学識経験者の意見聴取 複数の者からなる事業者選考委員会

(業者選考委員会等の設置)が要件 等の設置

審査基準 数値化による客観的基準 事業者選考委員会等の合議等

交渉不調 落札額の範囲での随意契約が不可 次位交渉権利者との交渉

能な場合、再入札

補欠者の設定 不可 可（優先交渉権者と次点者）

債務負担行為 入札公告前 事業者選定後、契約締結前

設定時期

適した分野 ･ 性能規定が容易 ･ 性能規定が困難

･ サ－ビスの内容・水準が長期的 ･ サ－ビスの内容・水準について募

に安定している事業 集時点で変動の可能性が高い事業



- 25 -

３ 事業者の選定結果の公表

◆ プロセスに関するガイドライン ４－２ (1)(2)(3)(4)

(1) 民間事業者の選定を行ったときは、その結果を速やかに公表する。

(2) 公表に当たっては、評価の結果、評価基準及び選定の方法に応じた選定過程の透明性を確保するために必

要な資料をあわせて公表する。ただし、公表することにより、民間事業者の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれのある事項を除く。

(3) 選定されなかった応募者に対し非選定理由の説明機会を設けることは、ＰＦＩの適切な推進の観点からも

必要である。

(4) 選定事業者の事業計画に基づく公的財政負担の縮減等の公表

当該事業に関する透明性の確保等のため、民間事業者の選定後、選定事業者の事業計画に基づく公的財政

負担の縮減の見込額等についても公表することが適当であるが、その公表方法は、通常の入札結果等の公表

と同様の手続で差し支えない。

ＰＦＩ事業者の選定を行った時は、ＰＦＩ法第８条に基づき、透明性を確保するために、①選

定結果、②評価基準、③選定経過、④選定事業者提案のＶＦＭを公表しなければならない。公表

は府公報への掲載、縦覧、記者発表、「おこしやす京都」などの手段を活用して速やかに行う。

なお、選定されなかった事業者にも選定されなかった合理的な理由を十分説明しなければなら

ない。

４ ＷＴＯ政府調達協定の適用を受けるＰＦＩ契約

（１）ＷＴＯ政府調達協定とＰＦＩ方式

事務次官通知第５ ３において「ＰＦＩ契約は、公共施設等の建設のみならず、維持管理及

び運営をも内容とするものであり、政府調達協定対象の役務と対象外の役務の双方を包含する

混合的な契約となりうるものであり、こうした混合的な契約においては、主目的である調達に

着目し、全体を当該主目的に係る調達として扱うこととされており、主目的が物品等又は協定

の対象である役務の調達契約であって、当該契約の全体の予定価格（主目的以外の物品等及び

役務に係る価額を含む）が適用基準額を超える場合に、特例政令(地方公共団体の物品等又は

特定役務の調達手続の特例を定める政令(平成７年11月１日政令第３７２号)の適用を受けるこ

ととされているので、都道府県及び指定都市においては留意すること」とされている。

（２）ＷＴＯ政府調達協定の適用を受ける場合の留意事項

○ ＰＦＩ事業の多くは建設工事を伴うため、主目的が建設工事の調達契約となることが一般的

であり、契約全体の予定価格が２４億１千万円以上(平成18年４月１日～平成20年3月31日)で

ある事業について府はその適用を受ける。

○ ＷＴＯ政府調達協定の適用を受ける場合、随意契約の要件が限られており、通常一般競争入

札を採用する必要がある。また、一般競争入札参加者の事業所の所在地に関する要件を定める

ことはできないこととなっている。

これらのことから、基本的に、価格以外の要素についても評価可能な総合評価一般競争入札

を採用することになる。

○ 一般競争入札の入札期日の前日から起算して少なくとも４０日前に入札公告を、また、特定

調達契約につき、競争入札により落札者を決定したとき又は随意契約の相手方を決定したとき



- 26 -

は、その日の翌日から起算して７２日以内に相手方の氏名等を、公報により公示しなければな

らない｡

○ ＰＦＩ事業にあっては、公共施設等の設計、建設から維持管理及び運営を対象とするもので

あり、政府調達協定との関わりとしては協定の対象となる役務と対象外の役務の双方を包含す

る混合的な契約を締結することとなる。

○ こうした混合的な契約においては、主目的である調達に着目し、全体を当該主目的に係る調

達として扱うこととされており、主目的が協定の対象である役務の調達契約である場合、当該

契約の全体の予定価格（主目的以外の役務に係る価額を含む。）が適用基準額を超える場合に

この協定の対象とされることから、ＰＦＩ事業の実施に当たっては留意すること。

○ 政府調達協定の適用対象となる事業には、選定した事業者に対して、協力企業や下請け企業

との契約方法や契約内容について、発注者としての府が条件付けを行うことは禁止されている

ことに留意すること。

ＷＴＯ政府調達協定の適用基準額（都道府県・政令市)

「特例政令第３条第１項に規定する総務大臣の定める区分及び額（平成14年1月25日総務省告

示第38号）」

＊ 適用期間 平成18年４月１日～平成20年３月31日

区 分 金 額

物品等の調達契約 ３千２百万円

特定役務のうち建設工事の調達契約 ２４億１千万円

特定役務のうち建築のためのサ－ビス、エンジニアリング

・サ－ビスその他の技術的サ－ビスの調達契約 ２億４千万円

特定役務のうち上記以外の調達契約 ３千２百万円

５ 総合評価一般競争入札による手続きの流れ

（１）総合評価一般競争入札による手続きの流れ

＜事業所管課＞ ＜事業者選考委員会＞

債務負担行為の設定 事業者選考委員会の開催

↓

入札公告 （入札手順・方法の検討）

↓ （契約方法、落札者決定

入札説明書の配布 基準等の検討)

↓

入札説明会の開催

↓

入札参加資格確認申請書の受付

↓

入札参加資格の確認・通知

↓

質問書提出期限
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↓

質問書に対する回答

↓

入札 事業者選考委員会の開催

↓ （提案書の審査）

落札者の決定・公表 （落札者の検討）

↓

仮契約

↓

議会議決（契約締結)

↓

本契約

（２）事業者選考委員会の開催

入札の実施に当たっては、事業者選考委員会を開催し、入札の手順・方法等を検討し、募集

要領（案）を作成するとともに、落札者決定基準、入札説明書、要求水準書及び契約書案(条

件規定書)の内容を審議する。

（３）入札手順・方法等の決定

ＰＦＩ事業の場合、提案書等の準備に多くの費用、時間、労力を要するため、入札参加者全

員にその負担を強いると、複数のＰＦＩ事業に応募しようとする民間事業者の参加意欲を阻害

してしまう可能性がある。

そこで、民間事業者の選定は、まず資格基準及び能力基準を前提に選定を行う入札参加資格

審査（事前資格審査）を行い､入札参加資格が確認された者に対し入札を含め詳細な事業経営

能力、管理能力評価と事業提案書の評価を行うのが一般的である。

資格審査の要件や、資格確認を認める民間事業者の数等、二段階審査を行うに当たっての詳

細な方法は、事業の性格や、ＰＦＩ導入可能性調査において実施した結果によって把握した潜

在的応募者の数、二段階審査に費やすことのできる審査時間や費用等により判断する必要があ

り、その判断は事業者選考委員会において検討する。

その際には、事業者に過度の負担とならないよう、また、双方の事務軽減のためにも、提案

審査のための提出書類についても必要最小限にとどめるよう留意すること。

上記検討・決定を経た上で、入札の方法を示す募集要領を策定し公表する。

（４）落札者決定基準等の決定

ア 落札者決定基準の考え方

総合評価一般競争入札を行おうとするときは、当該総合評価一般競争入札に係る申込みのう

ち、価格その他の条件が府にとって最も有利なものを決定するための基準である「落札者決定

基準」をあらかじめ定め、公表しなければならない（自治令第１６７条の１０の２第３項、第

５項）。

落札者決定基準は、実施方針や要求水準書等で示した府が要求するサ－ビスの水準、価格、

実現性等を評価項目として設定し、民間事業者からの提案書を各項目ごとに評価し、採点する

ために設定するものである。

設定に当たっては、公平性、透明性の観点から、定量的な評価項目については客観的な評価

基準により数値化し、数値化が困難である定性的な項目については、詳細かつ具体的に記載し、
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客観性を確保するよう留意する必要がある。

また、落札者決定基準における配点は、評価項目の重要度や、事業実施に当たっての必要性

に応じて決定する。この時、価格点と審査点のウエイトについても、事業の性質や目的に

鑑み、適切な比率になるよう十分配慮する。

なお、落札者決定基準を定めようとするときは、あらかじめ２人以上の学識経験者の意見聴

取が必要である。

評価項目例

・ 事業者の計画や事業に関する考え方等の実現可能性

・ 資金調達、確実性、安全性

・ 運営、サ－ビス水準

・ 品質

・ 技術要因（安定性、・革新性）

・ 価格

・ 地域経済、地元雇用への配慮

イ 落札者決定基準に対する意見招請

落札者決定基準は、府が最も優れた提案を選定するための基準である一方、民間事業者にと

ってもこの基準をもとに提案書を検討、作成し、入札に参加するに際しての方針を立てるため

の判断材料となるものである。

したがって、要求水準書、契約書案（条件規定書）とともに実施方針の公表と同時か遅くと

も入札公告までに案の段階で公表して、民間事業者から意見を求め、その意見を反映させるこ

とが適当である。

ウ 入札説明書

入札説明書は、事業の概要、民間事業者の選定方法、提案書の審査方法、契約の考え方や入

札の手続きに関する事項を記載したものである。

エ 要求水準書

要求水準書はＰＦＩ事業において府が求める具体的なサ－ビス水準を示したものであり、民

間事業者が提案内容の検討を行う際に必要なものである。したがって、実施方針と併せて要求

水準書案を公表し民間事業者からの意見を受け付け入札公告時に公表する要求水準書に反映さ

せることが適当である。

オ 条件規定書

条件規定書は、府がＰＦＩ事業を実施するに当たっての契約条件の骨子であり、民間事業者

にとっても提案内容の検討に当たって大きな影響を与えるものである。

したがって、実施方針の公表と同時か遅くとも入札公告までに案を公表し民間事業者の意見

を受け付け、入札公告時に公表する条件規定書に反映させることが適当である。

また、総合評価一般競争入札においては、落札者との交渉や条件規定書の変更を行うことが

できないため、入札公告時に併せて条件規定書を公表する必要がある。

（５）入札公告等

ア 総合評価一般競争入札を行うに当たっては、自治令第１６７条の１０の２第５項の規定によ
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り、入札に参加する者に必要な資格、入札の場所及び日時その他入札について必要な事項や、

明らかにしておかなければならない事項を公告するとともに、総合評価一般競争入札の方法に

よる旨及び総合評価一般競争入札に係る落札者決定基準についても公告する必要がある。

イ 入札に参加しようとする者には、入札説明書、要求水準書及び契約書案（条件規定書）を配

布する。

ウ 必要に応じて入札説明会を開催し民間事業者に対する説明等を行う。

エ ＷＴＯ政府調達協定の適用を受ける場合、入札期日の前日から起算して少なくとも４０日前

に、公報により公告する必要がある。

（６）質問機会の設置

公告した内容に対する疑問点を解消するために、民間事業者から質問、意見を受け付け、回

答を行う。質問・回答の機会は、府と民間事業者の間で考え方の齟齬をきたさないように、可

能な限り複数回設置することが適当である。質問・回答に当たっては、民間事業者が十分な検

討が行えるよう入札公告から質問受付及び質問提出期限までの期間を十分に確保する必要があ

る。

また、府が質問に対し十分な検討ができるよう質問提出期限から回答までの期間についても

十分な確保が必要であるが、民間事業者が応募に当たって必要とする回答については、民間事

業者の応募の検討に間に合うように回答する必要がある。

なお、質問・回答は公平性、透明性を確保するため、全て書面で行い、その内容は民間事業

者独自の技術、ノウハウ等に係るものを除き、すべての民間事業者に公表する必要がある。

（７）入札

入札参加資格の確認を得た者から、入札書及び提案書を受け付ける。

（８）提案書の審査、落札者の選定

事業者選考委員会を開催し、下記の事項に留意しながら民間事業者からの提案書について審

査を行う。

ア 事業者選考委員会では、公平性、透明性、客観性を確保したうえで、入札公告時に公表した

落札者決定基準に従い、評価得点及び入札金額から総合評価点を算出し、府にとって最も有利

な提案や最も優秀な提案を行った者を落札者として選定する。

イ 審査の過程では、必要に応じ、各提案者への質疑や提案者からのプレゼンテーションを実施

し、提案内容の理解を深める必要がある。例えば、著しく低価格での提案については、費用面

での対応とその妥当性を提案者に確認したうえで、評価する必要がある。

したがって、事業者選考委員会の開催回数は、審査の進捗状況等その必要に応じ複数回開催

することもある。

ウ 各項目について、複数の委員による評価を行うなど、評価の客観性を確保するような措置を

講じることが適当である。

エ なお、総合評価一般競争入札においては、落札者を決定しようとするときには、２人以上の

学識経験者の意見聴取が必要である。

（９）落札者の決定・公表

ア 府は、事業者選考委員会における審査結果を踏まえ、落札者を決定し、その結果を速やかに

公表する。

イ 公表に当たっては、公表することにより、民間事業者の権利、競争上の地位その他正当な利
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益を害するおそれのある事項を除き、選定過程の透明性を確保するために必要な次の事項等を

併せて公表する。

① 選考の経過

② 選考方法（審査項目と審査基準）

③ 選考結果

ウ 当該事業に関する透明性の確保等のため、民間事業者の選定後、選定事業者の事業計画に基

づく府の財政負担の縮減の見込額等についても公表することが適当である。

エ ＷＴＯ政府調達協定の適用を受ける場合、競争入札により落札者を決定したときは、その日

の翌日から起算して７２日以内に、公報により公示する必要がある。

オ 総合評価一般競争入札においては、随意契約と異なり、入札後は契約締結しようとする民間

事業者と、交渉が原則としてできない点に留意する必要がある。

カ 落札者に選定されなかった応募者に対し、非選定理由の説明機会を設けることは、ＰＦＩ事

業の適切な推進の観点からも必要である。

（１０）民間事業者の選定をせず、特定事業の選定を取り消す場合

◆ プロセスに関するガイドライン ４－３ (1)(2)(3)

(1) 民間事業者の募集、評価・選定において、最終的に、応募者がいない、あるいはいずれの応募者も公的財

政負担の縮減等の達成が見込めない等の理由により、当該事業をＰＦＩ事業として実施することが適当でな

いと判断された場合には、民間事業者を選定せず、特定事業の選定を取り消すことが必要である。

なお、民間事業者の募集に当たっては、そのような場合があり得ることを募集の際にあらかじめ明示して

おくことが重要である。

(2) 特定事業の選定を取り消した場合、判断の透明性を確保するためにその理由を所要の資料とあわせて、速

やかに公表する。ただし、公表することにより、民間事業者の権利競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれのある事項は除く。

(3) 特定事業の選定を取り消した場合においても、当該事業の必要性、事業内容、実施方法等を再検討の上、

適切に対応することが必要である。

ア 民間事業者の募集、評価・選定において、最終的に応募者がいない等の理由で、当該事業を

ＰＦＩ事業として実施することが適当でない場合には、民間事業者を選定せず、特定事業の選

定を取り消す。選定の取り消しの場合があることについては、募集の際にあらかじめ明示して

おくことが必要である。

イ 特定事業の選定を取り消した場合、判断の透明性を確保するためにその理由を所要の資料と

併せて、速やかに公表する。

第５節 契約等の締結等

◆ プロセスに関するガイドライン ５－１

協定等の取決めに当たっては、下記に留意する。
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(1) 具体的かつ明確な取決め

協定等は、選定事業に係る責任とリスクの分担その他協定等の当事者の権利義務を取り決めるものであり、

できる限りあいまいさを避け、具体的かつ明確に取り決めること。

(2) 協定等の当事者双方の負う債務の詳細及び履行方法等

協定等において、当事者双方の負う債務の詳細及び履行方法等について次の事項を定めること。

ア 選定事業者により提供されるサ－ビスの内容と質

イ 選定事業者により提供されるサ－ビス水準の測定と評価方法

ウ 料金及び算定方法等

上記に加え、当事者が協定等の規定に違反した場合における措置について次の事項を定めること。

ア 選定事業の修復に必要な適切かつ合理的な措置

イ 債務不履行の治癒及び当事者の救済措置

(3) 公共施設等の管理者等の民間事業者への関与

公共施設等の管理者等の民間事業者に対する関与を必要最小限のものにすることに配慮しつつ、適正な公

共サ－ビスの提供を担保するため、次の事項等を考慮し、協定等でこれらについて合意しておくこと。

ア 公共施設等の管理者等が、選定事業者により提供される公共サ－ビスの水準を業績監視することができ

ること。

イ 公共施設等の管理者等が、選定事業者から、定期的に協定等の義務履行に係る事業の実施状況報告の提

出を求めることができること。

ウ 公共施設等の管理者等が、選定事業者から、公認会計士等による監査を経た財務の状況についての報告

書（選定事業の実施に影響する可能性のある範囲内に限る）の提出を定期的に求めることができること。

エ 選定事業の実施に重大な悪影響を与えるおそれがある事態が発生したときには、公共施設等の管理者等

は選定事業者に対し報告を求めることができること。また、第三者である専門家による調査の実施とその

調査報告書の提出を求めることができること。

オ 公共サ－ビスの適正かつ確実な提供を確保するため、必要かつ合理的な措置と、公共施設等の管理者等

の救済のための手段を規定すること。

カ 公共施設等の管理者等による選定事業に対する、上記の各事項の関与（協定等の規定に基づくことが必

要）以外の関与は、安全性の確保、環境の保全に対する検査・モニタリング等、選定事業の適正かつ確実

な実施の確保に必要とされる合理的な範囲に限定すること。

(4) リスク分担等

協定等において、リスク分担等について次の事項を定めること。（詳細については「ＰＦＩ事業におけるリ

スク分担等に関するガイドライン」に示す。）

ア 選定事業のリスク分担（想定されるリスクをできる限り明確化した上でリスクを最もよく管理すること

ができる者が当該リスクを分担するとの考え方に基づいて取り決めること。）

イ 経済的に合理的な手段で軽減又は除去できるリスクとして措置を講ずるものの範囲及びその内容

なお、従来のＰＦＩによらない公共施設等の整備等に関する事業と同様、リスクが顕在化し、国において

当初予算措置により負担した債務を超える債務の負担が必要となったときは、当該債務の負担について、新

たな予算措置が必要となることに留意すること。

(5) 選定事業の終了時の取扱い等

協定等において、

ア 選定事業の終了時期を明確に定めること。

イ 事業終了時における土地等の明渡し等、当該事業に係る資産の取扱いについて経済的合理性を勘案の上

できる限り具体的かつ明確に定めること

(6) 事業継続困難時の措置等

協定等において、事業継続困難時の措置等について次の事項を定めること。
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ア 事業継続が困難となる事由（できる限り具体的に列挙すること。）

イ 事業継続が困難となる事由が発生した場合又は発生するおそれが強いと認められる場合において協定等

の当事者のとるべき措置（その責めに帰すべき事由の有無に応じて具体的かつ明確に規定すること。）

ウ 事業修復の可能性があり、事業を継続することが合理的である場合における事業修復に必要な措置（そ

の責めに帰すべき事由の有無に応じて具体的かつ明確に規定すること。）

エ 事業破綻時における公共サ－ビスの提供の確保について、当該事業の態様に応じて、的確な措置（上記(5)

に規定する当該事業に係る資産の取扱いを含む）を講ずること。

(7) 協定等の解除条件等

協定等において、協定等の解除条件となる事由について、その要件及び当該事由が発生したときに協定等

の当事者のとるべき措置（上記(5)、(6)に留意の上具体的かつ明確に規定すること。）を定めること。

(8) 資金調達への影響への留意

上記(4)～(7)に規定する協定等の当事者の対応が、選定事業における資金調達の金額、期間、コストその

他の条件に大きな影響を与えることに留意し、適切かつ明確な内容とすることに留意すること。

(9) 融資金融機関等との間の直接交渉についての取決め

当該選定事業が破綻した場合、公共施設等の管理者等と融資金融機関等との間で、事業及び資産の処理に関

し直接交渉することが適切であると判断されるときは、融資金融機関等の債権保全等その権利の保護に配慮

しつつ、あらかじめ、当該選定事業の態様に応じて適切な取決めを行うこと。

(10)第三者による選定事業の継承の要求についての取決め

選定事業者の責任により組成される金融の仕組みによって、選定事業者の破綻に伴い金融機関等第三者が

選定事業の継承を要求し得る場合には公共性公平性の観点に基づき、継続的な公共サービスの提供を確保す

るために合理的である限りにおいて、あらかじめ、協定等において適切な取決めを行うこと。

(11)協定等の疑義等の解消手続き等

協定等若しくはその規定の解釈について疑義が生じた場合又は協定等に規定のない事項に関し係争が生じ

た場合に、これらを解消するための手続その他の措置については、当該選定事業の態様に応じ、あらかじめ、

具体的かつ明確に規定すること。

５―２ 協定等の公開

公共施設等の管理者等は取り決めた協定等を公開する。ただし、公開することにより、民間事業者の権利、競

争上の地位その他正当な利益を害するおそれのある事項については、あらかじめ協定等で合意の上、これを除い

て公表する。

なお、上記５－１(9)の公共施設等の管理者等と金融機関との取り決めについても、同様に公開することが望ま

しい。

５―３ 選定事業者が第三セクタ－である場合の特段の配慮

選定事業者が第三セクタ－（国又は地方公共団体の出資又は拠出に係る法人。当該法人の出資又は拠出に係る

法人を含む。）である場合、公共施設等の管理者等は、具体的かつ明確な責任分担の内容を、選定事業者その他の

利害関係者に対し明らかにし、透明性を保持するよう特段の配慮をする。

１ 議案の作成・提出、議会の議決

ＰＦＩ事業における契約の予定価格の金額のうち、維持管理、運営等に関する金額を除いた公

共施設等の買入れ又は借入れに要する費用が５億円以上となる事業については、ＰＦＩ事業の契

約締結に係る議案を議会に提出し、その議決を得る必要がある（ＰＦＩ法第９条）。

したがって、当該ＰＦＩ契約をするときには、これに先立って、選定された民間事業者と仮契
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約をしておく必要がある。

契約は、選定事業者と仮契約を締結した後、契約締結の議決を経て、選定事業者との正式な契

約となる。仮契約は予約契約であるため、仮契約書には、契約締結の議決がなされた時点で本契

約になる旨の記述を明記する。

２ 契約書の作成と留意事項

（１）契約書の作成

ＰＦＩ事業においては、従前方式とは異なり、あらゆる事態を想定して、府とＰＦＩ事業者

の役割、負担を規定した契約を締結するものである。具体的には、条件規定書をもとに、アド

バイザ－と相談するなどして、契約書を作成する。

総合評価一般競争入札方式の場合には、入札公告時において入札説明書とともに公表された

条件規定書については、事業者選定後、交渉によりその内容を変更することはできない。

条件規定書の内容を変更しない範囲で、要求水準を達成するための事業の実施手順に関する

契約書の細目を取り決めることとなる。

一方、プロポ－ザル方式では、事業者選定後、具体的な事業を実施するために、府と選定事

業者が契約交渉を行う。ただし、募集要項等に規定された事項や応募書類に記載された内容は、

その前提条件に変更がない以上、これを変更することはできない。

（２）契約書作成の際の留意事項

ア 具体的かつ明確な取決め

事業実施に係る責任とリスクの分担、その他契約の当事者の権利義務を定めるため、できる

限り曖昧さを避け、具体的かつ明確に取り決める。

イ 契約の当事者双方の負う債務の詳細及び履行方法等

事業者により提供されるサ－ビスの内容と質、提供されるサ－ビス水準の測定と評価方法及

び府が支払うべき金額とその算定方法等の当事者双方の負う債務の詳細及び履行方法について

定めるとともに、当事者がこの契約に違反した場合の措置を定める。

ウ 府のＰＦＩ事業者への関与

ＰＦＩ事業者に対する関与を必要最小限にすることに配慮しつつ、適正な公共サ－ビスの提

供を担保するため、契約に次のような内容を定める。

（ア）府が、ＰＦＩ事業者により提供される公共サ－ビスの水準を監視することができること。

（イ）府が、ＰＦＩ事業者から、定期的に契約の義務履行に係る事業の実施状況報告の提出を求

めることができること。

（ウ）府が、ＰＦＩ事業者から、公認会計士等による監査を経た財務の状況についての報告書（Ｐ

ＦＩ事業の実施に影響する可能性のある範囲内に限る。）の提出を定期的に求めることがで

きること。

（エ）ＰＦＩ事業の実施に重大な悪影響を与えるおそれがある事態が発生したときには、府はＰ

ＦＩ事業者に対し報告を求めることができること。また、第三者である専門家による調査の

実施とその調査報告書の提出を求めることができること。

（オ）公共サ－ビスの適正かつ確実な提供を確保するため、必要かつ合理的な措置と、府の救済

のための手段を規定すること。

（カ）府によるＰＦＩ事業に対する、上記の各事項の関与（契約書の規定に基づくことが必要）

以外の関与は、安全性の確保、環境の保全に対する検査・モニタリング等、ＰＦＩ事業の適

正かつ確実な実施の確保に必要とされる合理的な範囲に限定すること。

エ リスク分担等



- 34 -

契約書作成の際、事業に係るリスク分担は、想定されるリスクをできる限り明確化した上で、

リスクをもっともよく管理することができる者が当該リスクを分担するとの考え方に基づいて

取り決める。

府とＰＦＩ事業者のいずれが、

（ア）リスクの顕在化をより小さい費用で防ぎ得る対応能力

（イ）リスクが顕在化するおそれが高い場合に追加的支出を極力小さくし得る対応能力

を有しているかを検討し、かつリスクが顕在化する場合のその責めに帰すべき事由の有無に応

じて、リスクを分担する者を検討する（「ＰＦＩ事業におけるリスク分担等に関するガイドラ

イン(平成13年1月22日政府ＰＦＩ推進委員会取りまとめ)」以下「リスク分担等に関するガイ

ドライン」という。）一 ２（３））こととされていることを踏まえつつも、その時点で公共性

の観点からもっとも有利かつ適切な条件設定とする。

オ 事業終了時の取扱等

事業終了の時期及び事業終了時における施設等の事業資産の取扱いについて明確に定める。

カ 事業継続困難時の措置等

公的サ－ビスの安定的供給を確保するため、想定される事業の継続が困難となる事由を具体

的に列挙し、事業の修復に関する方法や手段について、破綻事由に応じて具体的かつ明確に規

定する。

なお、事業継続困難時の措置の一つの対応として、事業者に資金を融資等する金融機関等と

府との直接協定を締結する。

キ 契約の解除

契約の解除条件となる事由に関し、当事者のとるべき措置について、具体的かつ明確に規定

する。

ク 融資金融機関等との間の直接交渉についての取り決め

当該ＰＦＩ事業の円滑な遂行のためには事業者の経営の安定が重要であり、府と融資金融機

関等が相互に協力してその安定的な運営を確保するために、事業破綻のおそれが生じた時に備

えての資産管理・協調手続きに関し、原則として、あらかじめ両者で当該ＰＦＩ事業の態様に

応じた適切な取り決めを行う。

ケ 第三者による選定事業の継承の要求についての取り決め

選定事業者の責任により組成される金融の仕組みによって、選定事業者の破綻に伴い、金融

機関等第三者が選定事業の承継を要求し得る場合には、公共性、公平性の観点に基づき、継続

的な公共サ－ビスの提供を確保するために合理的である限り、あらかじめ、契約において適切

な取り決めを行う。

コ 契約の疑義等の解消手続き等

契約の解釈について疑義が生じた場合又は契約に規定のない事項に関し係争が生じた場合に

これらを解消するための手続きその他の措置については、当該ＰＦＩ事業の態様に応じ、あら

かじめ具体的かつ明確に規定する。

サ その他

契約の主たる規定の概要、趣旨、適用法令及び留意事項については、国から「契約に関

するガイドライン－ＰＦＩ事業契約における留意事項について－（平成１５年６月２３日

政府ＰＦＩ推進委員会とりまとめ）」が示されているので参考とすること。

３ 契約締結

選定された民間事業者とＰＦＩ事業に係る契約を締結する。
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４ 契約書の公開

選定された民間事業者との間で締結した契約書は、設計や施工上のノウハウ、企画や運営面で

のノウハウなど、民間事業者の権利、競争上の地位、その他正当な利益を害するおそれのある事

項を除き公開する。

５ 特別目的会社（ＳＰＣ(Special Purpose Company)）を設立する場合の契約の主体について

ＰＦＩ契約の相手方の決定の手続に際しては、特別目的会社に対する出資予定者等により構成

される、法人格の無い共同企業体の形式で参加し、ＰＦＩの選定事業者となった後に、初めて法

人格を持った特別目的会社を設立して、府との間でＰＦＩ契約を締結することも差し支えないこ

ととされている（事務次官通知第５ ４（１））。

（参 考）

○ 想定されるリスクと留意点等の主なもの（「リスク分担等に関するガイドライン」より）

段

階 リスクの種類及び留意点

民間事業者の募集及び選定の過程での現場説明等を十分行い、設計等費用や工事費用が約定

調 金額を超過するリスクを軽減する。選定事業者への調査の成果物の瑕疵の修補、損害賠償の請

査 求期間、瑕疵の修補に要する期間に応じた後段階の措置を契約で定める。

・ 府の権利義務を契約に明確に規定し、府の関与の選定事業に与える影響の程度に応じて、府

設 のリスク分担を検討する。

計 環境影響評価に係る手続等を府と選定事業者のいずれがいつまでに行うか、その遅延、公共

施設等の内容の変更に係る措置を契約で定める。

用地 事業用地等の確保について、府と選定事業者のいずれが責任をもって行うか、その遅延、事

確保 業用地等の変更に係る各段階での措置を契約で定める。

建 選定事業者への公共施設等の瑕疵の修補、損害賠償の請求期間、瑕疵の修補に要する期間に

設 応じた措置を契約で定める。

運営開始の遅延に係る措置を契約で定める。

公共サービスの利用度の当初の想定との相違が生じた場合に適切なリスク分担がなされるよ

維 う契約で定める。

持 維持管理・運営の中断に係る分担を含む措置について契約で定める。

管 施設の損傷に係る分担のあり方について契約で定める。

理 事故に係る分担のあり方について契約で定める。

・ 技術革新に係る分担を含む措置について契約で定める。

運 公共施設等の修繕等に関連して第三者に及ぼす損害、修繕部分等の瑕疵の取扱いについて契

営 約で定める。

その他維持管理・運営費用が約定金額を上回る場合における分担のあり方について契約で定

める。公共サービスの開始後、環境影響評価において予測された環境への影響等と異なる事実

等が発生し、公共施設等の修補が必要となった場合、その分担のあり方について契約で定める。

契約において、事業終了時の一定期間前における修繕費用、撤去・原状回復費用の確保手続

事 について、取り決める。

業 事業終了段階で、公共施設等の撤去，原状回復を選定事業者の業務とする場合には、選定事

終 業者の債務として、契約に定める。

了 著作権法に規定する著作者の権利の取扱いを契約で定め，選定事業者と著作者との間で、別

途合意しておく。



- 36 -

天災等の不可抗力による追加支出の分担のあり方、事業期間の延長，天災等の内容の基準、

負担対象範囲、保険等（保険証券等の提示を選定事業者に求めることができるよう規定）によ

共 るてん補の取扱い、累積損害の取扱い、損害の通知・確認等の手続について、契約で取り決め

る。

通 物価変動、金利変動、為替変動、税制変更等による影響の分担の在り方について、契約で取

り決める。指標とする物価水準、金利、為替ﾚｰﾄ等を契約で定める。

施設等の設置基準、管理基準の変更等関係法令の変更等による各段階における府と選定事業

者のとるべき措置を契約で取り決める。

許認可の取得等の遅延、公共施設等の内容の変更等に係る措置を契約で取り決める。

第６節 事業の実施、業績監視等

◆ プロセスに関するガイドライン ６

(1) 選定事業は、基本方針及び実施方針に基づき、協定等に従って実施される。

(2) 公共施設等の管理者等は、協定等に定める範囲内で次のような事業の監視等を行う。

ア 選定事業者により提供される公共サービスの水準の監視。

イ 選定事業者からの協定等の義務履行に係る事業の実施状況報告の定期的な提出。

ウ 選定事業者からの公認会計士等による監査を経た財務の状況についての報告書（選定事業の実施に影響

する可能性のある範囲内に限る）の定期的な提出。

エ 選定事業の実施に重大な悪影響を与えるおそれがある事態が発生したときには、選定事業者に対し報告

を求めるとともに、第三者である専門家による調査の実施とその調査報告書の提出を求めること。

(3) 公共施設等の管理者等は当該選定事業の実施に係る透明性を確保するため上記(2)で述べた監視等の結果に

ついて、必要に応じ住民等に対し公開することが望ましい。ただし、公開することにより民間事業者の権利、

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのある事項については、あらかじめ協定等で合意の上、これ

を除いて公表する。

１ 事業の実施、監視等

（１）基本的考え方

民間事業者との契約の締結後ＰＦＩ事業は契約に従って実施される。府は施設の設計、建設、

運営・維持管理の各段階において、具体的な評価基準（指標）を定め、定期的に報告を求めな

がら適切に検証する必要がある。こうした業績監視の結果については、公開することが望まし

い。

なお、契約に定めた範囲内で下記のような事業の監視等（モニタリング）を行う。この監視

により、民間事業者の提供するサ－ビスが府の要求水準に達しているかどうかを評価、確認し、

契約書に定める範囲内でその結果をサ－ビス料に反映させて、対価を支払う。

ア ＰＦＩ事業者により提供される公共サ－ビス水準の監視

イ ＰＦＩ事業者からの契約の義務履行に係る事業の実施状況報告の定期的な提出

ウ ＰＦＩ事業者からの公認会計士等による監査を経た財務の状況についての報告書（ＰＦＩ事

業の実施に影響する可能性のある範囲に限る）の定期的な報告

エ ＰＦＩ事業の実施に重大な悪影響を与えるおそれがある事態が発生したときには、ＰＦＩ事

業者に対し報告を求めるとともに、第三者である専門家による調査の実施とその調査報告書の
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提出を求めること

（２）監視計画の作成

部局等は、業績監視の時期や内容、評価基準、評価組織等に関する監視計画を作成する。

運営に関する評価基準事項例

・ サ－ビスの質 ・ サ－ビスの量

・ サ－ビス提供のタイミング

・ 提供方法の妥当性 ・ 事業の健全性

・ 利用者（府民）の満足度

（３）監視に当たっての留意事項

ア 官民双方にとって、可能な限り労力、時間や費用のかからない方法（例えば民間事業者の報

告書作成→府による報告書の確認等）を採用するものとする。

イ 必要に応じて、府による施設巡回、業務確認、民間事業者に対するヒアリング等が行えるよ

うにする。

ウ 業績監視の結果がサ－ビス料の支払いに結びつく事項については、可能な限りその内容や水

準を数値化して、業績監視の客観性を確保する。

エ ＰＦＩ事業の実施に係る透明性を確保するため、業績監視等の結果について、必要に応じ公

開する。

オ その他、「モニタリングに関するガイドライン（平成１５年６月２３日政府ＰＦＩ推進

委員会とりまとめ）」を参考に実施する。

２ 事業の終了・事後評価

◆ プロセスに関するガイドライン ７

協定等に定める事業の終了時期となったとき、選定事業は終了となる。このとき、土地等の明渡し等、あらか

じめ協定等で定められた資産の取扱いにのっとった措置を講じる。

（１）事業の終了

契約に定める事業の終了時期の到来により、ＰＦＩ事業は終了する。この時、土地等の明け

渡し等、あらかじめ契約で定められた資産の取り扱いに従った措置を適切に講じる。事業期間

の延長の可否や原状回復義務の必要性、所有権の移転等に関する基本的な取扱いについては、

あらかじめ契約書に規定しておくべきであるが、具体的な条件については契約期間満了時にお

ける施設の品質や業務環境、利用状況などの社会経済情勢を判断した上で民間事業者と協議す

る場合が多い。

（２）事業終了時の資産譲渡に係る留意事項

ア 残存経済価値がある資産を無償譲渡する場合

・ 民間事業者がその残存経済価値をＰＦＩ事業の料金算定上どのように計上するか契約前の

確認が必要となる。

・ 経済価値のある資産の無償譲渡は、資産の除却損が民間事業者側に発生する可能性がある

ことを、コスト比較を行う上で留意する必要がある。
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イ 残存経済価値がある資産を有償譲渡する場合

・資産評価の方法をＰＦＩ契約において明らかにしておく必要がある。

・契約締結前に、費用の精算・相殺や負担方法を明確に定める必要がある。

・契約締結前に、買い取り費用に関する予算措置について明確にする必要がある。

（３）事後評価

部局等は、ＰＦＩ事業終了時に、発生した問題とその対応方法、府の事業運営管理体制の問

題点とその改善方法、当初の事業開始時点から変化した内容等今後の課題等について、事後評

価報告書を作成し、府全体におけるノウハウの蓄積に活用する。

第Ⅲ章 ＰＦＩ事業を進める上での留意事項

第１節 「公の施設」をＰＦＩ事業で実施した場合の留意点

１ 「公の施設」の管理に係る地方自治法の規定

「公の施設」とは「住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設」と定義

される。

「公の施設」の管理については、平成１５年６月の地方自治法の一部改正により、従来の

「管理委託制度」から「指定管理者制度」に転換され、指定管理者の範囲については特段の

制約もなく、議会の議決を経て指定することとなり、民間事業者等についても、指定管理者

となることが可能となった（ただし、道路法等個別の法律において公の施設管理主体が限定

される場合には、指定管理者制度を採ることはできない。）。

指定管理者制度の導入により、管理委託制度では行政処分として捉えられるため委託でき

なかった公の施設の使用許可について、当該公の施設の管理行為の一部として指定管理者の

責任において行うことが可能となった。

２ ＰＦＩ事業により整備した公の施設の管理

ＰＦＩ事業により公の施設を整備しようとする場合であって、当該施設の管理を包括的に

民間事業者に行わせる場合は、原則として「指定管理者」の制度を採用することが必要であ

る。

ただし、民間事業者に対して、包括的委任ではなく、例えば、以下の諸業務をＰＦＩ事業とし

て行わせることは可能であり、また、一の民間事業者に対してこれらの業務のうち複数のものを

ＰＦＩ事業として行わせることも可能である。その場合は、当該施設の利用料金を当該民間事業

者の収入として収受させることなどはできない。

（１）事実上の業務

（例）施設の維持補修等のメンテナンス、警備、施設の清掃、エレベ－タ－の運転、植栽の

管理等

（２）管理責任や処分権限を地方公共団体に留保したうえで、管理や処分の方法についてあらかじ

め地方公共団体が設定した基準に従って行われる定型的行為

（例）入場券の確認、利用申込書の受理、利用許可書の交付

（３）私人の公金取扱いの規定（自治法第２４３条、自治令第１５８条）に基づく使用料等の収入

の徴収

（４）当該施設運営に係るソフト面の企画
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「公の施設」の管理、運営に関する現行法

○ 地方自治法第２４４条の２第３項

普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めると

きは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定す

るもの（以下本条及び第２４４条の４において「指定管理者」という。）に、当該公の施設の

管理を行わせることができる。

○ 地方公共団体におけるＰＦＩ事業について

(平成12年3月29日付け自治画第67号自治事務次官通知、平成15年9月2日一部改正)

第６ 公の施設関係

４ ＰＦＩ事業により公の施設を整備しようとする場合であって、当該施設の管理を包括

的に民間事業者に行わせる場合は、原則として地方自治法第２４４条の２第３項に規定す

る公の施設の指定管理者の制度を採用すること。

ただし、民間事業者に対して、包括的な委任でなく、例えば下記の諸業務をＰＦＩ事業

として行わせることは可能であり、また一の民間事業者に対してこれらの業務のうち複数

のものをＰＦＩ事業として行わせることも可能であること。その場合にあっては、当該民

間事業者については、当該公の施設の利用に係る料金を当該民間事業者の収入として収受

させること及び当該料金を当該民間事業者が定めることとすることはできないこと。（地

方自治法第２４４条の２第８項、第９項）

① 下記のような事実上の業務

・施設の維持補修等のメンテナンス

・警備

・施設の清掃

・展示物の維持補修

・エレベ－タ－の運転

・植栽の管理

② 管理責任や処分権限を地方公共団体に留保した上で、管理や処分の方法についてあらか

じめ地方公共団体が設定した基準に従って行われる下記のような定型的行為

・入場券の検認

・利用申込書の受理

・利用許可書の交付

③ 私人の公金扱いの規定に基づく使用料等の収入の徴収

④ 当該施設運営に係るソフト面の企画

第２節 行政財産の貸付け

行政財産の貸付けについては、自治法第２３８条の４第１項により、同条第２項から第４項に定め

る場合を除くほか、これを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、

又はこれに私権を設定することができず、これに違反した行為は無効とするとされているが、次に掲

げる場合において、一定の条件の下でＰＦＩ事業者に対する特例が設けられている。

① 地方公共団体が必要と認めるときは、自治法第２３８条の４第１項の規定にかかわらず、Ｐ
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ＦＩ事業の用に供するため、行政財産をＰＦＩ事業者に貸し付けることができる。

② ＰＦＩ事業者が一棟の建物の一部が当該ＰＦＩ事業に係る公共施設等である当該建物の全部

又は一部を所有しようとする場合において、事業の必要があると認められるときは、自治法第

２３８条の４第１項の規定にかかわらず、行政財産である土地を、その用途又は目的を妨げな

い限度において、当該ＰＦＩ事業者に貸し付けることができる（当該建物のうちＰＦＩ事業に

係る公共施設等以外の部分をＰＦＩ事業者から譲り受けようとする者又は更に譲り受けようと

する者に対する当該行政財産である土地の貸付けを含む。)。

③ ②に規定する建物のうちＰＦＩ事業に係る公共施設等以外の部分をＰＦＩ事業終了後におい

てもＰＦＩ事業者が引き続き所有しようとする場合において、必要があると認めるときは、自

治法第２３８条の４第１項の規定にかかわらず、当該行政財産である土地を、その用途又は目

的を妨げない限度において、その者に貸し付けることができる。

④ 一定の公益的施設等の設置事業であって、ＰＦＩ事業の実施に資すると認められるもの

に係る行政財産を、自治法２３８条の４第１項の規定にかかわらず、ＰＦＩ事業者に貸し

付けることができる（当該施設をＰＦＩ事業者から譲り受けようとする者又は更に譲り受

けようとする者に対する当該行政財産の貸付けを含む。）。

⑤ ④に規定する公益的施設等をＰＦＩ事業終了後においてもＰＦＩ事業者が引き続き所有

し、又は利用しようとする場合において、④の行政財産を貸し付けることができる。

第３節 国庫補助金、国庫負担金等の取扱い

地方公共団体が実施するＰＦＩ事業に係る地方財政措置の扱いについては、「民間資金等の活用

による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号）に基づいて地方公共団体

が実施する事業に係る地方財政措置について」（平成12年3月29日付自治調第25号自治省財政局長通

知）による。

ＰＦＩ事業においては、ＰＦＩ法により国の支援措置（法第１３条～第１６条）が盛り込まれて

おり、府としても事業コストの削減による財政支出の低減化を図るため、国の財政的支援や政府系

金融機関等による金融上の支援を積極的に活用することが求められる。こうした支援措置の活用は

ＶＦＭの達成に大きな効果があることから、実施方針及び入札説明書においてその適用の条件、具

体的な内容を可能な限り明確に示すことが必要である。部局等において、関係省庁等と事前に協議

し、その内容の把握に努めることとする。

１ 国庫補助負担金について

従来方式による公共施設整備事業においては、国庫補助負担金を受けられる事業であるのに対

し、同様の事業であってもＰＦＩ事業で実施した場合は国庫補助負担金が受けられないケ－スが

少なくない。

こうした場合、いかに民間の創意工夫により事業を実施したところで、ＰＦＩ事業としてのＶ

ＦＭがないことも生じる。

その結果、ＰＦＩ制度が府にとっていかに良い制度であったとしても、ＰＦＩの手法を採用す

ることは困難となる。

このため、従来方式による国庫補助負担制度がある場合は、ＰＦＩ事業にあっても国の補助が

受けられるよう、府としても国に要望していく必要がある。部局等においても、具体事例の検討

に当たり、国の当該国庫補助負担事業の所管省庁がある場合は、部局等において当該省庁へ問い

合わせ、働きかけを行っていくことが必要である。
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２ 日本政策投資銀行等による融資について

ＰＦＩ事業者が受けることができる日本政策投資銀行の無利子、低利融資及び（財）地域総合

整備財団（ふるさと財団）の地域総合整備資金貸付け（ふるさと融資）については、できる限り

活用することが望ましい。

また、日本政策投資銀行の無利子融資を受けるに当たっては、ＰＦＩの手法を用いる事業の所

管省庁から財務省及び日本政策投資銀行への予算要求手続きが必要であるため、部局等は所管省

庁と十分連絡調整を図ることが必要である。

３ 地方交付税措置等について

事業対象の施設が、地方交付税の算定対象となるかなどの把握に努める。

また、ＰＦＩ事業に関しては、総務省自治行政局地域振興課が総務省における窓口となってい

ることから、事前に連絡調整を図ることが必要である。

○ 国の財政措置等

一定の要件を満たすＰＦＩ事業については、次の地方債、地方交付税措置が講じられる。

(平成12年3月29日付け自治画第67号自治事務次官通知、平成12年3月29日付自治調第25号自治省

財政局長通知）

（１）要 件

ア 当該施設の所有権が一定期間経過後に当該地方公共団体に移転（当該施設の整備後直ちに移

転する場合も含む。）するもの又はＰＦＩ契約が当該施設の耐用年数と同程度の期間継続する

もの

イ 通常当該施設を地方公共団体が整備する場合に国庫補助負担制度がある事業については、（ア

に加えて）ＰＦＩ事業で整備する場合にも同等の措置が講じられるもの

（２） 財政措置の内容

ア 国庫補助負担金が支出される事業

○ 具体的に支出された国庫補助負担金の内容に応じて、府が直接実施する場合と同等の地方

債措置又は地方交付税措置が講じられる。

○ 地方公共団体がＰＦＩ事業者に対し施設整備時に整備費相当分の全部又は一部を支出する

場合

地方債………直営事業と同種の地方債

交付税措置…地方債の元利償還金に対して交付税措置

○ 地方公共団体がＰＦＩ事業者に対し後年度に整備費相当分の全部又は一部を割賦払い、委

託料等の形で分割して支出する場合、地方公共団体が負担する整備費相当分（金利相当額を

含む。）について直営事業の場合の地方債の充当率、交付税措置率を勘案して財政措置の内容

が同等になるように、均等に分割して一定期間交付税措置を行う。

イ 地方単独事業として実施される事業

○ 施設の種別に応じた財政措置の仕組みのある施設の場合

当該措置の内容に準じ施設整備費相当分（金利相当額を含む。）について、府が直接整備

する場合の地方債の充当率、交付税措置率等を勘案して財政措置の内容が同等になるように、

均等に分割して一定期間交付税措置

○ 財政措置の仕組みのない施設（一定の要件を満たす施設に限られ、また、庁舎等の公用施

設は対象外）の場合

施設整備費相当分（用地取得費を含まず、金利相当額を含む。）の20％に対し、均等に分
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割して一定の期間地方交付税措置

ウ 資金手当のための地方債

必要に応じて資金手当のための地方債措置

エ ＰＦＩ事業者に貸与するための土地取得に要する経費

ＰＦＩ事業の選定事業者に貸し付ける目的で用地を取得する場合には、必要に応じて資金手

当のための地方債措置

第４節 税制上の措置

税制上の措置については、ＰＦＩ法第１６条において必要な税制上の措置を講じることとされて

おり、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針(平成12

年3月13日総理府告示第11号）」四 1（2）においても「税制上の措置については、現行の制度に基

づくものを基本としつつ、ＰＦＩ事業の推進のために必要な措置を検討すること」と規定している。

第５節 事業破綻時の処理

ＰＦＩ事業においては、公的サ－ビスの安定的供給を確保するため、想定される事業の継続が困

難となる事由を具体的に列挙し、事業の修復に関する方法や手段について、また、事業破綻時にお

ける府とＰＦＩ事業者との対応として、介入権（Step－in Right：ステップイン・ライト）（注）、

契約解除、事業引継、施設の移管等につい て、それぞれの適切な措置を契約において具体的かつ

明確に約定することが必要である。

(注) 事業者の適切なサ－ビス供給を確保するため、発注者や事業者に融資している金融機関等が事業

者の業務に介入することがあるが、この場合の発注者や金融機関等の権利を介入権という。発注者

の介入権が行使される場合は、一定期間、事業者の権利・義務を発注者が引き継ぐことになる。

金融機関等の介入権は、発注者との協定（直接協定）により、発注者から認められるものであり、

金融機関等の債権保全の観点から、金融機関等が自ら事業に介入し、事業者の交替などにより事業

の建て直しを図ることを目的としたものである。

１ 事業破綻がＰＦＩ事業者の事由による場合

（１）事業修復に係る措置

・ ＰＦＩ事業者により事業の修復が可能な場合には、事業者に一定期間の事業修復の機会を与

え、事業を修復させる。

・ ＰＦＩ事業者自らによる事業修復が困難な場合、府と金融機関等とで直接協定（Direct Agre

ement ：ダイレクト・アグリ－メント）（注）を締結しておくことにより、事業者へ資金を融

資している金融機関による介入権を行使させ、当該ＰＦＩ事業の修復を図る。

・ ＰＦＩ事業の公共性が高い場合には、府における一時的、緊急避難的な介入も想定され、府

は介入後速やかに、金融機関等との調整のうえ、新たな事業者により事業の修復、継続を図る。

(注) 直接協定とは、府と金融機関等の間で締結される契約であり、事業遂行に支障が生じた場合

に、金融機関等に事業修復の機会を与え、事業継続を担保するために締結する。

（２）契約の解除

一定期間内に事業が修復されない場合、府はＰＦＩ事業者との契約を解除する。この場合、

府は事業継続の要否を判断し、事業の継続が不要である場合は事業の清算手続に入ることにな

る。
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また、事業の継続が必要な場合は、破綻事由を総合的に勘案し、ＰＦＩ事業者の法的責任を

明らかにし、府が一定の価額で事業資産の買収等の措置を講じる必要がある。

２ 不可抗力

不可抗力による事業の破綻は、府及びＰＦＩ事業者ともに負うべき責任がない場合であるが、

サ－ビスの提供を受ける府民に配慮し、その場合の処理方法を事前に契約で定めておく必要があ

る。

第Ⅳ章 ＶＦＭの評価（算定）の考え方

第１節 ＶＦＭの概要

１ ＶＦＭとは

ＶＦＭ（Value for Money）とは、支払に対して最も価値の高いサ－ビスを供給するという考

え方であり、ＶＦＭの算定とは、ＰＦＩ方式で事業を実施した場合に、従来方式事業に比べてコ

ストの削減や質の向上をどれだけ期待できるかを検証する作業である。同一目的の２つの事業を

比較し、支払に対して価値の高いサ－ビス（公共サ－ビス水準）を供給する方を「ＶＦＭがある」

という（「ＶＦＭ（Value for Money）に関するガイドライン（平成13年7月27日政府ＰＦＩ推進

委員会取りまとめ）」（以下「ＶＦＭに関するガイドライン」という。）一１（1））。

公共が自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の現在価値が「ＰＳＣ」

（Public Sector Comparator）であり、ＰＦＩ事業として実施する場合の事業期間全体を通じた

公的財政負担の見込額の現在価値が「ＰＦＩ事業のＬＣＣ（Life Cycle Cost）」である｡

ＶＦＭの評価はＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣを比較して行う。この場合、①公共サ－ビスが一

定の時は、ＰＦＩ事業のＬＣＣがＰＳＣを下回ればＰＦＩ事業の側にＶＦＭがあり、上回ればＶ

ＦＭがないことになる(ＶＦＭに関するガイドライン一１(4)、(5)）。

また、公共サ－ビスを同一水準に設定しない場合は、②ＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣが等しく

ても、ＰＦＩ事業で公共サ－ビスが向上する場合にはＰＦＩ事業の側にＶＦＭがあり、③ＰＦＩ

事業のＬＣＣがＰＳＣを上回っていても、その差を上回る公共サ－ビスの向上がＰＦＩ事業に期

待できれば、ＰＦＩ事業の側にＶＦＭがあることになる（ＶＦＭに関するガイドライン一１(6)）。

特定事業選定段階等でのＶＦＭ

① ② ③

｝VFM PSC ＝ PFIの PSC PFIの

PSC PFIの LCC ア LCC

LCC

サ－ビス サ－ビス サ－ビス サ－ビス

サ－ビス ＝ サ－ビス の質 の質 の質 イ の質

の質 の質 VFM｛ VFM＝ウ－(ア＋イ) ウ

２ ＶＦＭの考え方

当該事業をＰＦＩ事業として実施することが、府自ら実施する場合に比べてＶＦＭがある場合

には、効率的かつ効果的に実施できるという判断基準を満たすことになり、特定事業の選定が行



- 44 -

えることとなる。

上記１のとおり、ＶＦＭの評価はＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣを比較して行うが、特定事業の

選定段階では、民間事業者の計画が十分明らかになっていないので、公共サ－ビス水準及び施工

工期を同一に設定した上で比較を行うこととなる。また、選定された民間事業者の計画について

のＶＦＭの確認等をする場合等において、両者の差がみられない、または、その差が逆転するよ

うな場合であっても、提供されるサ－ビス水準等他の要素も比較の対象としＶＦＭの評価を行い、

ＰＦＩ法の趣旨に照らしてＰＦＩの手法を選択するべきかを判断することになる。

また、民間事業者の選定の際に、応募事業者が計画する公共サ－ビスの水準の評価が必要とな

る場合には、民間事業者の募集の際、明示した評価基準によって評価する。評価の対象とするも

のについては、募集にあたり明示する。原則、明示されていないものについては評価をしない。

事業ステップにおける評価方法

事業ステップ サ－ビス水準 施工工期の評価

特定事業の選定 ＰＳＣとＰＦＩは同一に設定 ＰＳＣとＰＦＩは同一に設定

民間事業者の選定 募集の際明示した基準によって評価 評価基準に工期短縮に関する項目を入れた

場合は評価可能

ＶＦＭの評価に当たっては、事業費を抑制して見積もり、リスクを民間事業者に全て負わせれ

ば卓上でのＶＦＭの評価を大量に算出することは可能である。しかし、民間企業が参加し得る

だけの十分な採算性がない結果になれば、民間企業が参画する魅力が失せることとなるので留意

する必要がある。

なお、このＶＦＭの調査については、「スクリーニングのガイドライン」に基づく概略調査で

は、一般的な指標等を用い概算で算定するが、ＰＦＩ導入可能性調査においては、より詳細な、

精度の高いデ－タ等を使用して定量的、定性的な調査（評価）を行うこととなる。

ＶＦＭ 算定・評価の手順

① 前提条件の整理 ② ＰＳＣの算定

③ ＰＦＩ事業のＬＣＣの算定 ④ ②と③によりＶＦＭ（リスク調整前）の算定

⑤ 調整すべきリスクの特定、定量化

⑥ リスク調整額を加えたＰＳＣの算定（②＋⑤）

⑦ ③と⑥によりＶＦＭ（リスク調整後）の算定 ⑧ ⑦のＶＦＭの定量的評価

３ ＶＦＭ 評価を行う時点等

ＶＦＭの評価は、特定事業の選定に当たって必ず行われなければならない（ＶＦＭに関するガ

イドライン一３(1)）が、「スクリーニングのガイドライン」に基づく概略調査段階、ＰＦＩ導入

可能性検討段階でも実施するとともに、その他の段階においても、ＰＦＩ事業者の選定、ＰＦＩ

事業者との契約締結等、それぞれの段階でＶＦＭがあることを確認することが適当である。

ＶＦＭの評価に当たっては、その時点において算定が可能である範囲において極力精度を確保

するものとする。なお、この際、算定のために多大な労力をかけ過ぎることのないよう留意する。

一方で、漸次その客観性及び透明性の向上を図るよう努めていくことが重要である（ＶＦＭ

に関するガイドライン一３(3)）。
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第２節 評価（算定）の前提条件

事業規模、事業方式の検討（ＢＯＴ、ＢＴＯ等）、民間事業者に行わせる業務、範囲等の事業の

前提条件を検討し、事業スキ－ムを設定する。

ＶＦＭの算定に当たっては、事業の前提条件を可能な限り現実の実態に近づける必要があるが、

当該事業の将来や民間事業者の入札価格を予測することは極めて困難であり、実際には既存の類似

公共施設を参考に、当該事業特有の要素を考慮して条件等を設定することとなる。また、その前提

条件についても、様々な状況を想定し、条件を変えて何度もシミュレ－ションを行う必要がある。

なお、ＶＦＭの試算に当たっての、主な前提条件としての整理事項は次のとおりである。

１ 公共サ－ビスの内容とその数量

２ ＰＦＩ事業の検討

（１）民間に委ねる事業の範囲（官民の役割分担）

行政サ－ビスのうちどの部分をＰＦＩ事業者に分担させるかということについて範囲を明確に

する。

（２）事業方式

ＢＯＴ やＢＴＯ、ＢＯＯ等の事業方式について定める。

３ その他の収入・費用項目

（１）ＰＦＩ事業で実施した場合の府とＰＦＩ事業者との費用区分

ＰＦＩ事業で実施した場合の費用には、直接、府が支出するものと、ＰＦＩ事業者に対価と

して支払うものとがあり、その項目について分類の考えを明確にする。

（２）ＰＦＩ事業者の収益構造

ＰＦＩ事業についてＰＦＩ事業者に、府からのサ－ビスの対価で実施させるのか、利用者か

らの料金等で行わさせるのか、それとも付帯事業で得た収入の一部を事業費に当てさせるのか

等ＰＦＩ事業者の収益構造を明確にする。

（３）補助金等の有無

当該ＰＦＩ事業が事前に補助対象になるかどうかを補助金等所管省庁に確認する必要がある

とともに、補助金等の導入が事業成立に不可欠である場合は、その旨を当該省庁に要望する。

（４）公租公課の負担

ＰＦＩ事業者が事業を行うに当たり支払った府税は、府の歳入に計上されることから、ＶＦ

Ｍの計算においては、府の収入として計算しなければならない。

公共部門全体のＶＦＭを検証する場合は、府税、市町村税、国税を考慮する必要があり、Ｐ

ＦＩ事業者がどのような公租公課を支払うのかを明確にする必要がある。

（５）利用者の利用料金

利用者から料金等を徴収する場合は、料金等の設定をいくらにするかを明確にする。この場

合、数種類の料金等を設定し、それぞれのケ－スについて、試算を行うこともある。

（６) 土地の貸与等

ＰＦＩ事業を行う場所を明確にし、その使用料等を検討する必要がある。

（７）事業終了後の施設の扱い

ＢＯＴ等の事業期間終了後に施設を府が譲り受ける場合は、その方法、価格等を決めておか

なければならない。
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条件を変えることによって、ＶＦＭが大きく増減する可能性がある主な事項

① 民間事業者に行わせる業務の範囲 ② ＰＦＩの事業方式（ＢＯＴ、ＢＴＯ等）

③ ＰＦＩの事業期間

④ 民間の資金調達方法（補助金の有無、低利又は無利子融資の適用、金利の変更）

⑤ 税金（固定資産税等の減免措置） ⑥ 建設費(ＰＦＩ事業における建設費の削減幅)

⑦ 維持管理費（ＰＦＩ事業における維持管理費の削減幅）

第３節 評価（算定）の概要

１ コスト算出による定量的評価

（１）ＰＳＣの算定（ＶＦＭに関するガイドライン 二 ）

事業形態については、対象とする事業を府が自ら実施する場合にその時点で採用すると考え

られる事業形態を想定して計算するものとされている。例えば、事業の一部を請負、委託等に

よって民間事業者に実施させる事業については、その事業形態を想定する。

ア 設計、建設、維持管理・運営の各段階ごとに、想定した事業形態に基づき経費を積み上げる。

イ 次に（３）により、財政上の支援支出等がある場合には「適切な調整」を行い、これにより

得られた各年度の公的財政負担となる事業費用の額を一定の率で割り引いて「現在価値に換算」

し、その総額を求める。

ウ また、各段階ごとのリスクと段階ごとに分割できない事業全体のリスクを定量化して算入す

るとともに、間接コスト（当該事業の実施に必要な、企画段階及び事業期間中における人件費

や事務費等、公共部門の間接的コスト）は、合理的に計算できる範囲でＰＳＣに算入する。

項 目 内 容

設計費、建設費 ・ これまで行ってきた設計施工分離方式を前提に、従来工法、標準工

期での標準積算、予定価格ベ－スで経費を算出する。

・ 設計、工事進捗に関わる府の人件費、事務費等の間接コストも、合

支 理的に計算できる範囲において算入する。

出 維持管理費、運営費 ・ 類似施設の実績を参考に経費を算出する。

項 ・ 維持管理、運営に関わる府の人件費、事務費等の間接コストも、合

目 理的に計算できる範囲において算入する。

支払利息 設計、建設に必要な資金を地方債等により調達する支払利息がある

場合は、 支払利息を算出する。

その他 その他必要な経費を算出する。

収 ○ 建設時、維持管理、運営時における収入を算出

入 事業収入 利用者から徴収する施設利用料金等

項 補助金等

目 調達資金 地方債等
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ＰＳＣのイメ－ジ

請負業務 リス 民間委託 リス 公務員直 リス 事業全体

( 建 設 業 ＋ ク ( 清 掃 業 ＋ ク 営(運営業 ＋ ク ＋ リスク

務) 務) 務)

積み上げ↑ 積み上げ↑ 積み上げ↑

公定歩掛 類似事例 給与単価

（２）ＰＦＩ事業のＬＣＣの算定（ＶＦＭに関するガイドライン三 ）

ア ＰＦＩ事業は、公共施設等の設計、建設、維持管理、運営を一体的に扱うことによって、事

業コストの削減、財政負担の縮減が期待できるものであり、ＰＦＩ事業のＬＣＣの算定に当た

っては、ＰＦＩ事業者がそれらの段階すべてを一元的に推進する事業を想定する。

イ ＰＦＩ事業者が、本来公共部門が必要とする施設（事業）に付帯的施設（事業）部分を加え

て事業を実施する場合も想定されるが、特定事業の選定段階におけるＰＦＩ事業のＬＣＣ算定

に当たっては、原則として、本来公共部門が必要とする施設（事業）のみを想定する。

ただし、当該ＰＦＩ事業に付帯的施設（事業）を組み合わせることが、あらかじめ実施方針

において、その内容が具体的に示されている場合は、当該付帯的施設（事業）を含めて全体事

業費を計算した上で、本来の公共施設に相当する部分を取り出して、ＰＦＩ事業のＬＣＣを算

定することとしても差し支えない。

ウ ＰＦＩ事業者の選定段階におけるＶＦＭの確認に当たっては、民間事業者の事業計画に基づ

き、付帯的施設（事業）も含めた全体事業費の中から、本来の公共施設に相当する部分を取り

出して、ＰＦＩ事業のＬＣＣを算定する。

エ ＰＦＩ事業者が、設計、建設、維持管理、運営の各段階ごとに要する費用を推定し、さらに

府が事業期間全体を通じて負担する費用を算定し、これを合計する。

オ ＰＦＩ事業者が要する費用については、コンサルタント等の活用や類似事業に関する実態調

査や市場調査を行う等して、算出根拠を明確にした上で、ＰＦＩ事業者の損益計画、資金収支

計画等を各年度毎に想定し、計算する。なお、ＰＦＩ事業者の適正な利益、配当も織り込む必

要があることに留意する。

カ 間接コストについては、ＰＳＣにおける間接コストの計算に準じて、ＰＦＩ事業のＬＣＣに

算入する。

キ 次の（３）の財政支援等がある場合等の「適切な調整」、一定額で割引く「現在価値への換

算」について、（１）に準じて行いその総額を求める。

項 目 内 容

設計費、建設費 アドバイザ－の活用や類似施設に関する調査等を行い、算出根拠を

明確にしたうえで経費を算出する。

支 維持管理費、運営費 アドバイザ－の活用や類似施設に関する調査等を行い、算出根拠を

出 明確にしたうえで経費を算出する。

項 減価償却費 建物、設備等の資産の種類ごとに減価償却費を算出する。

目 支払利息 事業者が設計、施工に必要な資金について、実現可能な借入金の金利

及び返済期間を想定したうえで、支払利息を算出する。
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その他 その他必要な経費を算出する。

収 ○ 建設時、維持管理、運営時における収入を積算する。

入 事業収入 府からのサ－ビス購入費、利用者から徴収する施設利用料金等

項 補助金等

目 調達資金 出資金、借入金等

（３）「適切な調整」､「現在価値への換算」

財政上の支援に係る支出、ＰＦＩ事業者からの税収その他の収入等が見込まれる場合におい

ては、これらを調整する等適切な調整を行わなければならない。その方法については次のとお

りである。（ＶＦＭに関するガイドライン四２）

ア 実施するＰＦＩ事業に対し、府が財政上・金融上の支援 （補助金等）を行うことが見込ま

れる場合、ＰＦＩ事業のＬＣＣに府の負担額を加える。［支出調整］

イ ＰＦＩ事業のＬＣＣの算定やＰＳＣの算定においては、府としてＰＦＩ事業者や直接の請負

業者等からの税収その他の収入が現実にあると見込まれる場合、ＰＦＩ事業のＬＣＣ、ＰＳＣ

からそれぞれの収入の額を減じる。（この場合、ＰＦＩ事業として実施することにより追加的

にもたらされる収入の額をＰＦＩ事業のＬＣＣから減じることとしても同じである。）［収入調

整］

ウ 上記の他、ＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣを比較するに当たり、府が調整すべきものがある場

合には、それについても調整する。

エ 次に、上記により想定された各年度の公的財政負担の額を一定の率で割り引いて現在価値に

換算し、その総額を求める。（ＶＦＭ に関するガイドライン四３）

割引後の 各年

価値合計 度の

現在価値 価値

２年目価値 単純

合計

１年目価値

割引額合計 割引額

例えば、仮にインフレ率を０としても、現時点の１億円と１０年後の１億円とでは金利等に

より価値が異なるため、この２つの価値を比較する際、１０年後の１億円が現時点での何円に

相当するかという換算が必要となる。このように、将来の価値を現在の価値に換算することを

現在価値に換算するという。

具体的には、この換算に当たって用いる換算率が割引率である。１０年後の１億円を割引率

ｒ（年率）で現在価値に換算する場合、１億円÷（１＋ｒ)
１０
により計算される。

割引率については、リスクフリ－レ－ト（注）を用いることが適当である。例えば、長期国債

利回りの過去の平均や長期的見通し等を用いる方法がある。なお、リスクフリ－レ－トを用い

る前提として、リスクの調整が適正に行われていることが必要である。割引前の各年度の公的

財政負担額が①名目値で算定されている場合は名目割引率を、②実質値（名目値からインフレ

分のみを除いたものをいう。）で算定されているときは実質割引率を用いなければならない。

また、ＰＳＣの割引率とＰＦＩ事業のＬＣＣの割引率は同一のものを用いなければならない。
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（注）リスクフリ－レ－ト（ｒｉｓｋ ｆｒｅｅ ｒａｔｅ ）

非危険利子率のこと。危険（リスク）のない投資対象から得られる恒常的な一定収益を生む

資産（無リスク資産、安全資産）に対する投資収益率をいう。

なお、割引率については、長期国債利回りの過去の平均や長期的見通し等のリスクフリ－レ－ト

にインフレ率を加えた率とするのが適当である。（国債利回りは「金融経済統計月報（日本銀行調

査統計局)」、想定インフレ率は「消費者物価指数（総務省）」）デ－タ等を参考にすること。

割引率の参考値（前年比％）

H7年度 H8年度 H9年度 H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度

国際利回り
(10年物) 2.907 2.751 1.991 0.972 1.836 1.663 1.331 1.007 1.380 1.445

長期プライム
レ－ト（年月末) 3.2 2.5 2.6 2.6 2.2 1.9 2.3 1.5 1.65 1.65

消費者物価指数 －0.1 0.4 2.0 0.2 －0.5 －0.5 ー1.0 ー0.6 －0.2 －0.1

国内GDP成長率
(実質値) 2.5 3.4 0.2 －0.6 1.4 1.0 ー0.8 1.1 2.3 1.7

国債利回り及び消費者物価指数の過去の平均値（％）

国債利回り 消費者物価指数 計

過去10年間(H7年度～H16年度) 1.726 -0.4 1.686

現在価値への換算方法

年間20億円を５カ年支払った総額（100億円）を４％で割引いて現在価値に換算すると89億円になる。

20/(1.04)
5

16.4億円 20億円

20/(1.04)
4

現在 17.1億円 20億円
価値

20/(1.04)
3

合計
17.8億円 20億円

８９
20/(1.04)

2

億円
18.5億円 20億円

20/(1.04)
19.2億円 20億円

０ １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後

２ 事業者へ移転するリスク調整

当該ＰＦＩ事業において、府からＰＦＩ事業者にどれだけのリスクが移転され、その想定額が

どれだけの金額になるかを評価するものであり、このリスク調整の結果の額を１のコストの総額

に加えて判断する。

（１）リスクの定量化（「ＶＦＭに関するガイドライン四１(1)、(11)」）

ア リスク調整の考え方

（ア）民間事業において事業に伴うあるリスクが事業者負担となっている場合、一般に、当該リ

スクを負担する代償としてそれに見合う対価が事業のコストに含まれている。したがって、

ＰＦＩ事業のＬＣＣは、通常、ＰＦＩ事業で民間事業者が負担すると想定したリスクの対価

を含んでいる。
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（イ）これらのリスクは、公共部門が当該事業を自ら実施する場合には公共部門が負うものであ

り、これらに伴い金銭的な負担が発生した場合、その負担は公的財政負担となる（場合によ

っては、負担ではなく軽減となることもあり得る）。

ＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣを比較する場合、上記(ア)のように、ＰＦＩ事業のＬＣＣは

ＰＦＩ事業で民間事業者が負担すると想定したリスクの対価を含むことから、ＰＳＣにおい

ても、それに対応するリスクを公共部門が負うリスクとして計算し、加えることが必要であ

る（参考図参照）。

イ 調整すべきリスクの特定

（ア）リスクをＰＳＣに算入する場合、まず、算入するリスクを特定することが必要である。

リスクとしてどのようなものがあるかについては、「リスク分担等に関するガイドライン」

に整理されている。実施方針の策定段階で検討した「計画設計、建設、維持管理・運営、事

業終了等」の各段階ごとのリスク分担について、そのリスクの中から、アの考え方に基づき、

ＰＳＣに算入すべきリスクを特定する。

（イ）特定されたリスクについては、それぞれできる限り定量化して、これをＰＳＣに算入すべ

きである。しかし、こうしたリスクに関するデ－タが不足しており、全てのリスクが発生し

た場合の財政負担やリスクの発生率を正確に見積もることは非常に困難であるため、ＶＦＭ

に対し影響度の大きいリスクを中心に定量化を行うことも止むを得ないと考えられる。この

場合、ＰＳＣに算入されていないリスクがあることに留意する必要がある。

（ウ）なお、コストオ－バ－ラン、タイムオ－バ－ランによる負担は影響度の大きいものと考え

られることに留意する必要がある。

主要リスク

財 コストオーバーラン

政

負

担 想定建築費 コストオーバーラン

額 タイムオー
バーラン 想定運営費

日数
▲ ▲ ▲

着工日 開業予定日 開業日

ウ リスクの定量化

（ア）ＰＳＣに算入するリスクの定量化とは、その事業を公共部門が実施する場合に、公共部門

が負うであろう金銭的負担の期待値ということができる。すなわち、あるリスクについて、

それが発生したときに公共部門が負うであろう財政負担とその発生確率の積で表される。

（イ）あるリスクについて、事業期間中のｉ年度目にｘ円の財政負担が発生する確率をＰ(ｘ)と

したとき、ｘ×Ｐ(ｘ)の総和がｉ年度目に発生するリスクの期待値となる。本来、リスクに

よって発生する財政負担の額は、発生した事態の状況によって異なる。

したがって、ｘの値は０円から想定される最高額までの数値が考えられ、厳密な計算を行

うとすれば、期待値は∫｛ｘ×Ｐ(ｘ )｝で計算される。しかし、現状において、このよう

な計算を行うことはデ－タが不足していること等から困難である。

（ウ）したがって、これを簡略化することが適当であるが、ひとつの方法は、あるリスクに関し、
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各年度毎に、財政負担が発生するとすれば、その額が何円でその発生確率が何％かという数

値の組み合わせを１組又は数組想定することである。例えば、５年度目に１億円の財政負担

が発生する確率が１％で、２億円の財政負担が発生する確率が２％というような具合である。

その上で、各年度毎にこの数値の積和を求め、現在価値に割り引いた上でその和を求める。

（エ）もうひとつの方法は、これをさらに簡略化して、あるリスクに関し、各年度毎ではなく、

事業期間を通じて財政負担が発生する確率とその場合に想定される財政負担額（現在価値）

の２つの数値を想定し、この積で計算するというものである。

（オ）あるリスクについて、財政負担が発生した場合の負担額とその発生確率は、リスクの種類

や事業の置かれた状況等によってさまざまであり、その指標を統一的に示すのは困難である。

それぞれの公共施設等の管理者等において、その経験や市場調査等によって得られたデ－タ

等をもとに想定することが適当である。なお、今後のリスクの定量化のため、それぞれの公

共施設等の管理者等においてリスクに関するデ－タの蓄積を図ることが有益である。

（カ）また、これ以外に「保険料の見積もり」をリスクの定量化に用いることも可能である。あ

るリスクについて、これを適切にカバ－するために保険契約を結ぶことが可能である場合、

どの程度の保険料を必要とするかという額で定量化するものである。

(参考図)ＰＳＣ及びＰＦＩ事業のＬＣＣの算定とＶＦＭについて

○ＰＳＣの算定

ＰＳＣ

「適切な調整｣を リスク調整の額を 当該公共施設等の

行う前の公的財 加えた「適切な調 管理者等の収入と ＊税収としては、

政負担額 整」を行う前の公 税収その他の収入 例えば請負・委

的財政負担額 を減じた「適切な 託によりもたら

調整｣を行う前の公 される法人税等

的財政負担額

○ＰＦＩ事業のＬＣＣの算定とＶＦＭ

PFI事業 ＰＳＣ

のＬＣＣ

「適切な調整｣を 当該公共施設等の 当該公共施設等の 上記で算定したＰＳＣ

行う前の公的財 管理者等の財政負 管理者等の収入と

政負担額 担となる支援の額 なる税収その他の

（ＰＦＩ事業者が を加えた｢適切な 収入を減じた「適

負担するリスク 調整」途中の財政 切な調整｣後の公

分を含む） 負担額 的財政負担額
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(注)１． 当該公共施設等の管理者等の財政負担となるもの以外の支援が他者からある場合、それを含めて算定

するかどうかの扱いについては、ＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣにおいて同様とする。

２． ある省庁が実施するＰＦＩ事業において、他省庁による支援又は収入が見込まれる場合、国の支出・

収入を一体的に扱うものとして、他省庁によるものについても調整することとする。

（２）付帯的施設（事業）が想定される場合の考え方

民間事業者が、本来府が必要とする施設（事業）に付帯的施設（事業）部分を加えて事業を

実施する場合も想定される。この場合、特定事業の選定段階におけるＰＦＩ事業のＬＣＣ算定

に当たっては、原則として、本来府が必要とする施設（事業）のみを想定する。

ただし、当該ＰＦＩ事業に付帯的施設（事業）を組み合わせることが予見され、実施方針に

おいて、その内容を具体的に示すことが可能な場合には、当該付帯的施設（事業）を含めて全

体事業費を計算した上で、本来の公共施設に相当する部分を取り出して、ＰＦＩ事業のＬＣＣ

を算定することも可能である。

３ ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価

公共サ－ビスの水準の評価は、できる限り定量的に行うことが望ましいが、公共サ－ビスの水

準のうち定量化が困難なものを評価する場合においては、客観性を確保した上で定性的な評価を

行うこととされている。

公共サ－ビスの内容の向上や効率的で機能的な施設となることへの期待や事業実施の時期が早

まることなどのように、ＰＦＩの手法を採ることによるメリットはあるが、定量化が困難である

ものを定性的に評価するものであり、最終判断となる総合的評価を行う上での判断材料の一つと

なる。

４ 総合的評価（評価結果の公表）

１～３の評価の結果を踏まえ、府が直接実施する場合とＰＦＩ方式による場合とを総合的に比

較して判断する。

府が算定したＰＳＣ及びＰＦＩ事業のＬＣＣについては、原則として特定事業の選定の際に公

表する。ただし、ＰＳＣ及びＰＦＩ事業のＬＣＣを示すことにより、その後の入札等において正

当な競争が阻害されるおそれがある場合等においては、ＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣの差又は比

によりＶＦＭの程度のみを示すことも可能である（「ＶＦＭに関するガイドライン四４」）。
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ＰＳＣ算定のための参考様式例

１ コスト比較方式

年 度 ･････ ｰ2年度 ｰ1年度 ０年度 １年度 ２年度 ･････ 最終年度 合 計 備 考

直接費 人件費

設計建設 物件費

事業費用

間接費 人件費

物件費

減価償却費

修繕費

その他費用

合 計

直接費 人件費

維持管理 物件費

運 営

事業費用 間接費 人件費

物件費

減価償却費

修繕費

除去費

その他費用

合 計

支払金利

金融費用 支払手数料

合 計

事 業 費 合 計

設計・建設段階

リスク 維持管理･運営段階

合 計

総 費 用

現 在 価 値

（注） 数値の記入は、行政コストの計算書を作成する際に賃借対照表及びその他の財政関連明細表より転記する

手順に倣って行う。本様式は、サービス購入型の事業を前提としている。
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２ キャッシュ・フロー比較方式

年 度 ･････ ｰ2年度 ｰ1年度 ０年度 １年度 ２年度 ･････ 最終年度 合 計 備 考

直接費 人件費

設計建設 物件費

事業費用

間接費 人件費

物件費

減価償却費

修繕費

その他費用

合 計

直接費 人件費

維持管理 物件費

運 営

事業費用 間接費 人件費

物件費

減価償却費

修繕費

除去費

その他費用

合 計

支払金利

金融費用 支払手数料

合 計

事 業 費 合 計

設計・建設段階

リスク 維持管理･運営段階

合 計

総 費 用

(キャッシュフロー)

Ⅰ業務活動によるキャッシュフロー
設計建設事業費用

維持管理運営事業費用

金融費用

減価償却費

除去費

・・・・・
計

Ⅱ投資活動によるキャッシュフロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

・・・・・
計

Ⅲ投資活動によるキャッシュフロー

借入金の返済による支出

借入による収入

・・・・・
計

Ⅳ リスク

Ⅴ総キャッシュフロー(Ⅰ～Ⅳの計)

現在価値

（注） 数値の記入は、行政コストの計算書を作成する際に賃借対照表及びその他の財政関連明細表より転記する

手順に倣って行う。本様式は、サービス購入型の事業を前提としている。


